
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6 －1 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

300,000 300,000 0 250,000 250,000 550,000

263,000 263,000 0 220,000 220,000 483,000

250,000 250,000 0 188,680 188,680 438,680

212,000 212,000 212,000 636,000 212,000 212,000 636,000 243,000 243,000 243,000 243,000 972,000 2,244,000

212,000 212,000 212,000 636,000 243,000 243,000 698,000 243,000 243,000 243,000 243,000 972,000 2,306,000

211,500 209,990 211,500 632,990 243,000 243,000 697,500 243,000 268,923 243,000 70,140 825,063 2,155,553

212,000 512,000 212,000 936,000 212,000 212,000 636,000 243,000 493,000 243,000 243,000 1,222,000 2,794,000

212,000 475,000 212,000 899,000 243,000 243,000 698,000 243,000 463,000 243,000 243,000 1,192,000 2,789,000

211,500 459,990 211,500 882,990 243,000 243,000 697,500 243,000 457,603 243,000 70,140 1,013,743 2,594,233

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金
講師謝礼
費用弁償
需用費、役務費

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金
講師謝礼
費用弁償
需用費、役務費

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額 212,000

養成講座実施の
ため増額

養成講座実施分
を減額

同額同額同額

実　績　額 211,500

実　績　額

新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止のため、活動
を中止・縮小し
たため事業費の
減少

同額

同額

養成講座実施の
ため増額

前年度同額

道 費

同額 ほぼ同額 養成講座未実施
のため減額

実　績　額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業費予算の
内容

計　画　額

(26年度)

第３次実施４カ年計画

一 般 財 源 計　画　額 212,000

実　績　額

そ の 他

同額

計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計

212,000

212,000

同額 福祉団体研修費
補助追加のため
増額

同額 同額

211,500

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 食生活改善普及事業 平成　4　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

生活習慣病が増加する現代において、予防の要である食生活について、食生活改善普及活動をボランティアで実践して
いる食生活改善推進員が、積極的かつ効果的な活動が展開できるよう支援することで、市民の健康の保持増進が図られ
る。

食生活改善普及活動を実施するにあたり、食生活改善推進協議会へ補助金を交付する。また、協議会主催の｢男の料理教
室｣｢親と子の料理教室｣｢お母さんのための料理教室｣｢地区伝達講習会｣などの事業を企画・実施する際の助言・指導を行
なうとともに、健康に関する最新情報の提供、スキルアップのための研修会など組織育成に向け支援しながら、市民と
ともに食生活改善普及活動を実施していく。推進員の活動や動向を勘案しながら、不定期ではあるが養成講座も実施す
る。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

食生活改善推進員（平成4年から不定期で市が養成している）
生活習慣病が増加する現代において、予防の要である食生活について、地域住民組織が食生活改善普及活動を積極的か
つ効果的に展開していくことで、市民の食への関心を高めるとともに、健康の保持増進が図られる。

事業性質区分 新規・継続 2－5－1 ふれあいセンター保健予防係

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成4年に砂川市食生活改善協議会が設立され、「私達の健康は私達の手で」を合言葉に、各種料理教室等食生活改善普及活動を実践するための活動費として、当初は40万円を補助していたが、その後、団体補助の見直しや研修旅行に係る
「みどり号」の見直し等が行われ、平成21年度より減額となる。平成27年度には福祉団体研修費補助が追加され現在の補助金額となった。
養成講座は、平成4年度、5年度、6年度、12年度、18年度、24年度と実施してきた。H30年度は、第7期養成講座を実施する。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

事 業 費 合 計

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実績との比較
（増減理由）

同額 養成講座参加数
が予定より少な
かったため講座
に係る経費が減
額となった



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 74 83 74 74 74 83 74 74 74

実績値 78 67 51 55 59 53 51 49 40

計画値 750 930 750 750 750 930 750 750 750

実績値 1,373 1,384 1,180 1,222 1,456 1,341 1,241 1,318 330

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 良好である 良好である

自己分析：
協議会設立20周
年を迎え、推進
員としての役割
を再認識できた
1年であった。
活動を展開する
に当たっては積
極的に新たな事
業に取り組んだ
り、他団体から
の依頼が増える
など活動の幅が
広がっている。
子どもから高齢
者まで様々な年
齢層を対象に食
を通じて交流が
図られ、食を学
ぶ大切な機会と
なっている。

自己分析：
第6期食生活改
善推進員養成講
座の実施によ
り、新たに19名
の推進員が加わ
り総勢71名で活
動を展開するこ
ととなった。食
を通した健康づ
くり活動がより
活発になってい
くよう、研修会
や学習会、地域
活動などを通じ
て今後も支援し
ていく必要があ
る。

自己分析：
今年度は養成講
座等がなかった
ため、回数・参
加人数ともに減
少しているが、
例年並みの活動
は実施できた。
次年度以降は介
護予防事業の変
更によりボラン
ティア活動の機
会が減少するこ
ととなる。推進
員が活躍できる
機会を確保しつ
つ、推進員の主
体的な活動を支
援していくこと
が必要である。

判断理由：
協議会設立20周
年を迎えたり、
推進員が増員さ
れるなどの機会
を通じて、改め
て推進員として
の役割を再認識
し、積極的に事
業展開が図られ
ている。事業の
参加延べ数も増
加していること
から事業の目的
はほぼ達成でき
ていると判断し
た。

自己分析：
実施回数の計画値に
は、H23年度に実施
していた介護予防教
室での昼食提供（6
回）や周年行事等の
回数が含まれている
ため、実績値は計画
値に達しない。
限られた推進員の人
数で、若い世代への
食育を推進しよう
と、子育て支援セン
ターや教育委員会
（社会教育）、ピア
サポートセンターへ
協力し、料理教室な
どを積極的に行った
結果、昨年度よりも
回数は増加してい
る。
生活習慣病予防のた
めにも、若い世代か
らの食育が必要と思
われ、今後も関係機
関と連携し、推進員
の活動の場を広げて
いくことが必要であ
る。

自己分析：
地域への伝達講
習会や子育て世
代を対象とした
調理実習、食育
の日の啓発活動
など実施回数の
増加にともな
い、参加延人数
も大幅に増加し
た。
生活習慣病予防
のために、若い
世代からの食育
が大切であり、
推進員と砂川の
健康課題を共有
しながら、積極
的な活動を展開
していくことが
必要である。

判断理由：
養成講座の開催
で推進員の増加
を図るが、高齢
化や転出等によ
り活動できる推
進員は現在52名
となっている
が、市民からも
認知されつつあ
り、若い世代や
障害者事業所等
からの要望で料
理実習やミニ講
話を行うなど活
動の場は広がっ
ていることか
ら、良好である
と判断した。

自己分析：
町内会や団体か
らの料理教室の
依頼が減ったた
め、実施回数は
減となった。
又、体調不良に
より活動に参加
する推進員が減
少し、会員数も
45名から43名に
減少した。
推進員同士声を
かけあいなが
ら、事業へ積極
的に参加しても
らうとともに、
H30年度は第7期
養成講座を実施
し、組織の強化
を図る。

自己分析：
団体からの依頼
と役員会の開催
が減ったため、
実施回数が減と
なった。
養成講座の開催
にあたり、現推
進員も養成講座
生の勧奨を行っ
たが、12名の参
加にとどまっ
た。今後も協議
会事業の中で、
組織強化を図
り、自主的に活
動を展開できる
よう支援してい
くことが必要で
ある。

自己分析：
団体からの依頼
減少により、事
業実施回数は減
少した。ここ10
年は、地域の課
題解決を協働で
行い、自主的活
動を支援できる
よう、定期的な
学習や支援を重
ねてきた。新型
コロナウイルス
感染拡大防止の
ため、調理実習
等従来の活動形
態での継続が難
しくなる懸念が
ある。これまで
の活動目的を振
り返りながら、
地域の食生活改
善活動を継続で
きる方策を共に
考え、時代に即
した活動展開を
支援していくこ
とが必要であ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止のため、参加
者を集めての学
習会や調理実習
を中止したた
め、事業回数・
参加延人数は減
少した。令和3
年度30周年を迎
えるため、コロ
ナ禍での活動、
食生活の普及事
業を再考し「私
たちの健康は私
たちの手で」の
実践のため、市
の健康課題を学
習し、早めの予
防として学童に
啓発活動を行っ
た。今後も感染
対策を講じなが
ら活動展開を共
に考え、支援し
ていくことが必
要である。

判断理由：
活動できる推進
員数は減少して
いるが、道協議
会の新事業を取
り入れたり、市
内のイベントに
も参加しなが
ら、食生活改善
の普及活動に積
極的に取り組ま
れている。地域
での伝達講習や
各種料理教室
も、定着してい
ることから、良
好であると判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

949

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

74

H30：
今後の課題として、子どもたちへの食育を推進していくことが必要であると推進員も認識しているとこ
ろであり、教育との連携を視野に入れながら推進員がより主体的に活動展開ができるよう、情報提供や
学習の機会を確保し支援していくことが必要であるため現状のまま継続と判断した。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
介護予防教室での
昼食提供がなく
なったため実施回
数・参加延人数と
も減少しているが、
砂川市の食の課題
として若い世代の
簡素な食の問題が
ある。
生活習慣病予防の
ためにも高齢者だ
けでなくもっと若い
世代からの食育を
推進していくことが
必要と考えており、
教育委員会や子育
て支援センターと
連携し、推進員の
活動の場を確保し
つつ、推進員が主
体的に活動してい
けるよう支援してい
くことが必要であ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
推進員がより主体的に活動展開ができるよう、情報提供や学習の機
会を確保しながら、支援していくことが必要であるため現状のまま
継続と判断した。

H28：
今後の課題として、子どもたちへの食育を推進していくことが必要
であると推進員も認識しているところであり、教育との連携を視野
に入れながら推進員がより主体的に活動展開ができるよう、情報提
供や学習の機会を確保し支援していくことが必要であるため現状の
まま継続と判断した。

49

成果指標１
（単位/人/延)

750

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加延人数 指標の求め方：各種事業の参加延人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：協議会活動実施回数 指標の求め方：自主研修・学習会・伝達講習会・自主活動・ボランティア活動など、推進員参加の事業回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －5 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

19,857 12,539 11,624 44,020 16,096 19,856 55,522 19,044 19,211 17,236 18,270 73,761 173,303

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

10,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 100,000

10,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 100,000

9,928 6,270 5,812 22,010 13,842 9,928 33,555 9,522 9,606 10,610 9,940 39,678 95,243

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

29,785 18,809 17,436 66,030 29,938 29,784 89,077 28,566 28,817 27,846 28,210 113,439 268,546

需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費

新規・継続 2－5－1 ふれあいセンター健康増進係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 健康づくり事業所訪問事業 平成　20　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成19年度までは、健康まつりを通して全市民を対象とした普及啓発活動を行っていた。
健康まつりの見直しに合わせて、今後、高齢化が進むことや、生活習慣病を予防していくことの重要性に鑑み、青壮年期の早い段階からの普及啓発を強化していくことが必要と判断し事業に取り組むこととした。

目的
(何のために実施する
のか）

糖尿病等生活習慣病の該当者・予備群の減少に向け、４０～５０歳代の働き盛り世代の健診受診状況や結果などの実態
把握を行なうとともに、健診の必要性や生活習慣改善に向けた普及啓発を行い、青壮年期からの健康づくりを推進す
る。

商工会議所と連携を図りながら、市内の小規模事業を訪問し、健診の実施状況を把握する。事業所の実態に応じて、医
療制度改正の趣旨・健診の必要性・健診結果の見方や生活習慣病予防に向けての健康教育、健診データがある場合は必
要に応じて健康相談を行なう。また、健診未実施で希望がある場合は、身体計測・血圧測定・血糖測定の簡易検査を実
施し、体の状態を知り予防を考えるきっかけとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の小規模事業所 青壮年期から健康づくりへの関心を高め、健診の受診率向上と早期からの生活習慣改善につなげる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費 計　画　額 20,000

実　績　額 19,570

予算計上額 20,000

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 9,785

事業費予算の
内容

需用費

予算計上額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

前年度同額

計　画　額 30,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

同額
補助率2/3
調整率80.65％

事 業 費 合 計

30,000

実　績　額 29,355

10,000

予算計上額 10,000

同額 消耗品の在庫が
あったため減額
となった

事業内容の変更
により減額と
なった

同額

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額

同額
補助率2/3

同額
補助率２/３
調整率97.15％

同額
補助率２/３

同額
補助率２/３
調整率88.29％

同額
補助率２/３
調整率92.85％

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 20 20 30 45 45 50 50 60 60

実績値 64 153 123 142 0 172 175 192 38

計画値 22.0 22.0 25.0 30.0 30.0 35.0 35.0 40.0 40.0

実績値 26.5 25.0 27.9 27.0 31.7 32.4 35.3 33.1 25.5

あまり達成されていない 達成されている 達成されている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
今年度は事業所
に入ることはで
きなかったが、
商工会議所青年
部を対象に実施
することができ
た。事業主が健
診の重要性や健
診事後の健康相
談の必要性を実
感してもらえる
ことで各事業所
での展開へつな
げていくことが
できるものと考
える。
その他青年コ
ミュニティ学院
や道路管理協同
組合で健康教育
を行うことがで
きた。

自己分析：
今年度訪問でき
た事業所は1か
所であった。
国保以外の市民
の健康状況が未
把握であり、今
後も働き盛り世
代の実態把握に
努めていく必要
がある。
その他青年コ
ミュニティ学院
や各種団体、事
業所からの依頼
で健康教育を行
うことができ
た。

自己分析：
今年度、事業所
訪問はできな
かったが2か所
の事業所から健
康教育の依頼が
あった。
国保以外の市民
の健康状況が未
把握であり、今
後も働き盛り世
代の実態把握に
努めていく必要
がある。
40～50歳代の国
保特定健診の受
診率が向上して
いるのは、本事
業の成果という
よりも、40歳へ
の勧奨訪問を継
続してきた効果
と考える。

判断理由：
国保に移行して
くる前の40～50
歳代からの健康
管理が重要と考
え、依頼に応じ
て健康教育を実
施しているが、
健診データのな
い状態では個別
の健康管理にな
かなか繋がって
いかない。ま
た、健康教育を
実施できた事業
所数も伸びてい
ない状況から、
成果はあまりあ
がっていないと
判断した。

自己分析：
健康教育の依頼
はほぼ例年なみ
の３か所の事業
所であり、１か
所の参加人数が
多かったため全
体として参加人
数の増につな
がった。
国保以外の市民
の健康状況が把
握できる機会で
もあり、今後も
働き盛り世代の
実態把握に努め
ていく必要はあ
る。

自己分析：
今年度は依頼が
なく、未実施と
なったが、以前
事業所訪問した
ところは、継続
して健診データ
の確認と、継続
支援の場として
健康相談等個別
の支援を紹介し
ている。今後は
依頼を待つばか
りでなく、国保
の未受診者対策
としての事業所
回りをしなが
ら、健康教育の
提案もしていく
ことが必要であ
る。

判断理由：
国保に移行する
前の40～50歳代
からの健康管理
が重要と考え、
依頼に応じて健
康教育を実施し
ているが、健診
データのない状
態では健康実態
の把握と個別の
健康管理にはな
かなか繋がって
いかない。しか
し、事業所の衛
生管理者と相談
し、健診データ
に基づく個別支
援という方法で
かかわることが
でき、一部では
あるが国保以外
の働き世代の実
態把握につな
がったことは良
かった。それら
を併せて普通と
判断した。

自己分析：
健康教育の依頼が
3カ所あり、人数
が増加した。国保
加入者以外の働き
盛り世代に関わる
ことができる貴重
な機会となってい
る。1箇所の事業
所では健康診査の
結果をもとに全体
としての分析に基
づいた健康教育
と、その後の個別
の状態に基づいた
指導を管理者に伝
えることができ、
個別の相談に応じ
る窓口としては周
知できた。その他
の事業所では時間
的にも伝えきれな
いスケジュールの
ところもあり、内
容を検討して行っ
ていくことも必要
と感じている。

自己分析：
健康教育として4
カ所、健診データ
に基づく健康相談
依頼が１カ所あっ
た。例年固定した
事業所となってい
るが、働き盛り世
代に関わる貴重な
機会となってい
る。健診データの
提供がある事業所
ではデータの読み
取り方やデータを
経年でみていくこ
との重要性を周知
している。また健
診データの提供が
ない事業所では、
講話形式となって
いるので、現状の
自身のデータをみ
て考えていけるよ
うに、また将来の
健診継続につな
がっていけるよう
な内容としてい
る。

自己分析：
新規事業所1ヵ
所を含め4ヵ所
へ健康教育を行
い、健康相談に
ついても継続さ
れている事業所
1ヵ所へ実施し
た。働き盛り世
代の自身の健康
管理のための健
診結果の味方、
経年での読み取
り方などを繰り
返し伝えてい
る。随時、新し
い情報があれば
伝えていく。

自己分析：
新型コロナ感染
拡大防止のた
め、健康教育の
依頼を受けても
中止となる企業
等もあり、実施
は3ヵ所にとど
まった。他に、
過去に健康教育
を行った企業
で、健診結果
データをもとに
個人へ文書での
指導を実施した
所もあった。今
後も、感染症対
策を行いながら
健康教育を行っ
ていく。

判断理由：
活動指標、成果
指標ともに達成
はしているが、
依頼のある事業
所に限られ、固
定化しているこ
とから普通と判
断した。

今後の方向性 手段の見直し 現状のまま継続 現状のまま継続

30

52

成果指標１
（単位/％　）

25.0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：健康教育に参加した人数 指標の求め方：事業所を対象とした健康教育に参加した人数

27.4

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：40～50歳代の特定健診受診率 指標の求め方：国保特定健診の40～50歳代の受診率

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
今年度は1か所
の事業所に訪問
することがで
き、健診結果を
基に個別に結果
説明を実施。結
果の読み取り方
や生活習慣を見
直すきっかけと
なったほか、事
業所として健診
項目に腎機能検
査を追加する
等、参加人数は
多くはないが効
果的な事業所訪
問となった。
また、その他2
か所の事業所か
ら依頼があり健
康教育を実施し
た。

H30：
事業所に訪問して、健康教育、保健指導の周知をしても、健診結果の把握や健康教育を実施するまでに
は至らず、毎年希望のある事業所数カ所に固定されているのが現状である。また従業員が市民以外であ
る事業所も多い。国保に移行する前からの健診データに基づく健康管理は重要なことであるため、より
効果的なアプローチ方法を研究しながら若年層への働きかけを継続していく必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
事業所での健康管理の実施状況の把握ができておらず、具体的な対
策に繋がっていかない。現状把握を含め事業所へのアプローチ方法
を検討していく必要があると考え、手段の見直しと判断した。

H28：
保険者として国保特定健診・保健指導の目標達成が優先課題であ
り、十分な時間の確保ができない中で、事業の拡大は困難である
が、働き盛り世代からの健康管理を推進していく上でも現状を維持
していくことは必要であると判断した。また、より効果的な展開と
なるよう健診データの提供を求めながら支援できるようなアプロー
チも必要である。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －5 －3 2 －1 －2 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新規・継続 2－5－1 ふれあいセンター健康増進係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 成人・高齢者訪問指導事業 　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

目的
(何のために実施する
のか）

療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族に対して、保健師等が訪問して、その健康に関する問題を
総合的に把握し、必要な指導を行い、これらの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図る。

各種保健事業の実施に伴う情報、医療機関・福祉関係機関・その他関係者からの情報、依頼などにより対象者を把握
し、訪問指導を実施している。食生活に関する相談指導が必要な場合は、栄養士による訪問も実施している。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族など
（生活習慣病・介護家族・寝たきり者・認知症・閉じこもり者・特定疾患・精神疾患・その他）

家庭訪問により、対象者の生活状況が把握でき、健康に関する問題を総合的に勘案し、必要な指導を行うことができ
る。それにより、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費 計　画　額

実　績　額

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

事業費予算の
内容

予算計上額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

計　画　額 0

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

事 業 費 合 計

0

実　績　額 0

予算計上額

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 550 550 550 550 550 550 550 550 550

実績値 435 623 686 624 996 1,062 938 927 713

計画値 550 550 550 550 550 550 550 550 550

実績値 435 623 686 624 996 1,062 938 927 713

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている 上がっている

少し上がっている 少し上がっている 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
産休代替保健師
の確保が困難な
ため、優先度の
高い訪問対象者
に絞って訪問を
行った。

自己分析：
訪問は特定健診
後の個別支援
と、健診未受診
者の勧奨訪問が
中心となってい
る。今年度は、
市立病院での個
別健診が開始さ
れ、その事後支
援のための訪問
が増加してお
り、総件数も昨
年より増加して
いる。

自己分析：
特定健診及び後
期高齢者健診事
後の結果説明や
個別継続支援が
増加しており総
件数の増につな
がった。

判断理由：
個々の生活に応
じた保健指導を
実施するため
の、一つの手段
としての訪問指
導事業であり、
保健指導が必要
な対象者を明確
にしながら、必
要な方へ訪問指
導を実施するこ
とができた。訪
問延人数も増加
していることか
ら普通であると
判断した。

自己分析：
特定健診後の優
良訪問を中止
し、受診率向上
に向けた勧奨訪
問に重点を置い
て事業を展開し
てきた。
健診受診率は
35.7％から40％
以上に増加する
見込みである
が、まだまだ低
率であるため今
後も勧奨訪問は
強化していく必
要がある。健診
も治療も受けて
いない人たちの
健康状況を確認
していくことも
必要であるし、
健診受診者の中
で重症化予防の
対象となった方
への支援も確実
に実施していけ
るような体制づ
くりも必要であ
る。

自己分析：
保健師1人増員
し、特定健診の
未受診者の勧奨
訪問が増え、受
診率も45％にな
る見込みであ
る。受診者が増
加することで、
事後の訪問等も
併せて増えてい
る。今後も受診
率向上を目指す
ため、訪問も増
えていくこが予
測される。ま
た、治療中の
データ提供も増
えると考えられ
るので、医療と
の連携がより必
要である。

判断理由：
H27年度は健診
受診率が向上す
る見込みであ
り、勧奨訪問に
重点を置いて活
動してきた成果
であると考え
る。しかしなが
ら受診率は全国
平均よりも低率
であり更なる勧
奨を進めていく
必要があるし、
重症化予防対象
者への支援も十
分とはいえない
状況にあること
から普通と判断
した。

自己分析：
特定健診未受診
者への勧奨訪問
や、受診後の事
後説明、継続支
援のための訪問
が増えてきてお
り、健診受診率
の向上にもつな
がっている。
(29年度暫定
47.2%)
健診を入口とし
た生活習慣病の
発症予防と重症
化予防に向け、
更なる受診率向
上のための訪問
勧奨を実施して
いく。また、受
診率が上がるご
とに重症化予防
対象者も増加し
つつあるので、
その保健指導に
も力を入れてい
く。

自己分析：
特定健診未受診
者勧奨訪問や、
健診受診後の説
明、継続支援の
訪問を重点に実
施していおり、
国保特定健診の
受診率は着実に
向上している。
しかし、まだ一
度も健診を受け
ていない人等無
関心層に十分に
関わっていると
は言えず、治療
も健診も受けて
いない人たちの
健康状態は不明
である。事務改
善を行いながら
訪問時間を確保
していくことが
課題である。

自己分析：
特定健診未受診
者勧奨訪問や、
健診受診後の説
明、継続支援の
訪問を重点に実
施しており、国
保特定健診の受
診率はH30年度
確定値53.3％と
着実に向上して
いる。今後も、
健診未受診者を
中心に受診勧奨
を行いながら、
健康状態や医療
機関受診状況、
治療状況などを
確認し、受診率
の向上と重症化
予防のための保
健指導を行う必
要がある。

自己分析：
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種業務にかかる
時間が多大なも
のとなり、特定
健診未受診者勧
奨訪問や健診受
診後の説明、継
続支援の訪問時
間の確保が困難
となった。今後
は、限られた時
間で確実な重症
化予防や受診勧
奨につながる訪
問をするため、
担当者が責任を
もって名簿で対
象者を把握し、
保健指導を行
う。R元年度の
国保特定健診受
診率の確定値は
54.7％であり、
今後の目標値
59％に向けて、
未受診者への受
診勧奨も引き続
き行っていく。

判断理由：
活動指標や成果
指標は達成して
いるが、特定健
診の未受診者訪
問のさらなる強
化が必要と考
え、普通と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 拡大 拡大

550

630

成果指標１
（単位/人/延）

550

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：訪問延人数 指標の求め方：訪問指導を実施した延人数

630

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：訪問延人数 指標の求め方：訪問指導を実施した延人数（訪問することが生活状況の把握や必要な指導につながるため問題解決の一助となっているものとして、活動指標と同じ指標とした）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人/延）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
特定健診や後期高
齢者健診の事後支
援、医療機関から
情報提供のあった
方への結果説明な
どの訪問が増加
し、未受診者への
勧奨訪問が十分実
施できなかった。そ
のため訪問延べ人
数は減少してい
る。
効果的な訪問活動
を実施するため、
重症化予防対象者
を明確にし効率良
く事業展開していく
必要がある。また、
健診受診率が伸び
悩んでいることも課
題であり、勧奨訪
問は必要であるこ
とから、業務全体
を見直しながら訪
問時間を確保して
いくことが必要であ
る。

H30：
特定健診の受診率向上と生活習慣病の重症化予防に向けて、訪問活動に重点を置く必要があるので拡大
と判断した。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
生活習慣病の発症予防・重症化予防の視点で保健指導を必要とする
対象者を明確にしながら事業を現状のまま継続していく。

H28：
健診未受診者対策のみならず、健診受診率の向上により個別支援を
要する対象者が増加していくことが予測される中、H28年度保健師1
名の増員により活動時間が増加し、訪問時間を確保することが可能
となることから拡大と判断した。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －5 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

113,000 113,000 113,000 339,000 160,000 160,000 480,000 113,000 113,000 113,000 113,000 452,000 1,271,000

157,000 160,000 160,000 477,000 160,000 160,000 480,000 80,000 113,000 82,000 84,000 359,000 1,316,000

156,000 160,000 160,000 476,000 129,040 113,000 402,040 113,000 76,000 77,000 82,000 348,000 1,226,040

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

133,000 133,000 133,000 399,000 80,000 80,000 240,000 127,000 127,000 127,000 127,000 508,000 1,147,000

79,000 80,000 80,000 239,000 80,000 80,000 240,000 40,000 7,000 42,000 44,000 133,000 612,000

79,200 80,000 80,000 239,200 110,960 127,000 317,960 7,000 46,400 47,000 45,416 145,816 702,976

246,000 246,000 246,000 738,000 240,000 240,000 720,000 240,000 240,000 240,000 240,000 960,000 2,418,000

236,000 240,000 240,000 716,000 240,000 240,000 720,000 120,000 120,000 124,000 128,000 492,000 1,928,000

235,200 240,000 240,000 715,200 240,000 240,000 720,000 120,000 122,400 124,000 127,416 493,816 1,929,016

嘱託栄養士報酬
＠9800×2人×
12回

嘱託栄養士報酬
＠10000×2人×
12回

嘱託栄養士報酬
＠10000×2人×
12回

嘱託栄養士報酬
＠10000×2人×
12回

嘱託栄養士報酬
＠10000×2人×
12回

嘱託栄養士報酬
＠10000×2人×
12回

会計年度任用職
員（月額）報
酬、職員手当、
共済費、旅費

嘱託栄養士報酬
＠10,333×1人
×12回

嘱託栄養士報酬
＠10,200×1人
×12回

嘱託栄養士報酬
＠10,000×1人
×12回

新規・継続 2－5－1 ふれあいセンター健康増進係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 健康相談開催事業 　　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

目的
(何のために実施する
のか）

心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行うことで、家庭における健康管理に資することを目的
とする。

定例では、市民健康栄養相談を月１回、ふれあいセンターで実施している。特定健康診査の事後支援の場として、年36
回健康相談日を設定する他、随時の健康相談にも応じている。その他、老人クラブ・町内会などの各種団体の事業にあ
わせ健康相談を実施している。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行うことで、個々人の健康管理に役立てる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費 計　画　額 160,000

実　績　額 160,000

予算計上額 160,000

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 80,000

事業費予算の
内容

予算計上額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

同額

計　画　額 240,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

同額
補助率2/3
調整率80.65％

事 業 費 合 計

240,000

実　績　額 240,000

80,000

予算計上額 80,000

同額 同額 同額 同額

前年度同額 同額 同額 同額管理栄養士採用
のため、嘱託栄
養士が1名と
なったため減額
となった。

会計年度任用職
員制度導入によ
る栄養素報酬等
の増額

実績との比較
（増減理由）

嘱託栄養士単価
の増額分の増前年度予算と

の比較
（増減理由）

事業実施に伴う
消耗品の購入が
なかったので減
額となった

交通費の新設

同額
補助率2/3

同額
補助率2/3
調整率97.15％

同額
補助率2/3

同額
補助率2/3
調整率92.81％

同額
補助率2/3
調整率92.85％

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 145 145 145 145 145 145 145 145 145

実績値 145 142 134 186 132 134 179 208 137

計画値 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

実績値 2,312 2,280 2,040 2,032 2,111 1,942 1,843 1,404 980

ほぼ達成されている 達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 良好である 普通である

自己分析：
特定健康診査の
受診数が減少し
たため、結果説
明会の対象数が
減少した。ま
た、老人クラブ
等各団体の加入
者数の減少によ
り、健康相談利
用者数は年々減
少している。

自己分析：
特定健康診査の
受診数が減少し
ているので、定
例で行っている
結果説明会や特
定健康相談の対
象数も減少し、
利用者数の減と
なっている。
定例の他に随時
面接・電話相談
も行っており、
支援が必要な対
象者には面接や
電話で対応でき
ている。

自己分析：
老人クラブ参加
者数の減、特定
健康診査後の結
果説明会や特定
健康相談利用者
数の減などによ
り全体の利用者
数が減少してい
る。
定例の健康相談
の他に随時面
接・電話相談・
家庭訪問も行っ
ており、支援が
必要な対象者に
は対応できてい
る。

判断理由：
特定健康診査の
受診数が減少し
ているので、特
定健康相談を利
用する人も減少
傾向にある。し
かし定例の健康
相談のほかに必
要な方に対して
は随時相談や家
庭訪問で対応し
ているため普通
であると判断し
た。

自己分析：
特定健診事後支
援の場として設
定している特定
健康相談は減少
しているが、対
象者の都合に合
わせて随時面接
相談としたこ
と、データ提供
を受けた方の結
果説明や市職員
の健康相談を実
施したことで回
数や利用者数は
増加している。
利用者数は目標
値に達していな
いが必要な方へ
の支援はできて
いる。

自己分析：
特定健診の受診
率が上がること
で、説明会等で
の相談が増えて
いる。計画値に
は達成していな
いが、随時個別
の面接や訪問に
よって、必要な
方には支援はで
きており、個別
の訪問ではより
生活を身近に見
ることができ、
保健指導に活か
すことができて
いる。

判断理由：
相談日を固定す
るのではなく、
利用者の都合に
合わせて随時地
区担当保健師が
面接できるよう
な体制にしたこ
とで、健診結果
説明会や特定健
診事後相談の利
用者が増加して
いることから良
好と判断した。

自己分析：
健康相談の回数
はほぼ変わらな
いが、人数は老
人クラブや定例
の健康相談など
で、減少してい
る。健診結果説
明会の人数も減
少しているが、
経年で受診して
経過の優良な人
には郵送対応し
たり、訪問で対
応するなど、支
援が必要な対象
者には随時対応
できている。

自己分析：
回数の増加は、
定例の相談以外
の随時の対応が
増えている。利
用者の減は老人
クラブや町内会
などの参加人数
が少しずつ減少
しているためと
考える。

自己分析：
回数の増加は、定例
の相談以外の特定健
診事後などの随時の
対応が増えている。
老人クラブへの健康
相談を年2回にした
ため人数が減少して
いる。老人クラブの
会員も減少してお
り、参加できる人は
元気高齢者であり、
今後は、出てこれな
い様な虚弱な高齢者
や、重症化予防の対
象となる高齢者への
個別の関わりを優先
させていく。特定健
診の受診率が増える
ことで、今後も随時
の個別対応も増加し
ていくと考えられる
ので、高齢者も含め
た生活改善のための
保健・栄養指導に力
を入れていく。

自己分析:
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止のため、老人
クラブや市民健
康栄養相談等の
あらゆる健康相
談等の機会が、
中止や延期とな
り、その後の活
動自粛もあり、
開催回数の減少
となった。集団
での実施が困難
でも、個別に対
応しながら、相
談の機会を確保
していく。

判断理由：
老人クラブや町
内会への参加者
が減少している
が、定例の健康
相談については
回数は変わらず
実施できてい
る。また、定例
以外でも訪問や
随時の支援で必
要な方には支援
できているた
め、成果指標は
達成していない
が普通であると
判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

145

134

成果指標１
（単位/人　）

2,500

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：開催回数 指標の求め方：健康相談を開催した回数

1,964

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：健康相談利用者数 指標の求め方：各種健康相談を利用した人数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
老人クラブでの
実施回数の減、
特定健康診査結
果説明会参加者
数の減、町内会
での健康づくり
料理教室の減に
より全体の利用
者数は減少して
いる。
定例の健康相談
の他に随時面
接・電話相談・
家庭訪問も行っ
ており、支援が
必要な対象者に
は対応できてい
る。

H30：
対象者の担当保健師を明確にした支援を継続しているので、個々の対象者に応じた方法で支援ができて
いる。また、定例の相談日は人数は減少傾向だが、利用者の状況や目的に応じて対応する機会として開
催していくことが必要であるため現状のまま継続と判断した

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
保健指導の対象数によっては定例の健康相談の実施方法や回数等の
見直しが必要となるが、H25年度は現状維持で対応できるものと判断
した。

H28：
対象者の担当保健師を明確にすることによって、健診事後の相談場
面においては、継続した支援体制をとっていくことができ利用者数
の増加につながっている。また、定例の相談日は設定し周知もする
が、利用者の状況に応じた対応とすることで良いと判断し継続とし
た。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －2 －4 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,411,000 4,411,000 0 0 4,411,000

4,411,000 4,183,000 8,594,000 0 0 8,594,000

2,890,000 2,726,000 5,616,000 0 0 5,616,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 800,000 800,000 0 800,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 2,140 2,140 2,140

7,180,000 11,591,000 11,591,000 30,362,000 7,354,000 7,354,000 22,062,000 9,049,000 9,049,000 9,049,000 9,049,000 36,196,000 88,620,000

7,180,000 6,894,000 10,378,000 24,452,000 8,727,000 10,605,000 26,686,000 9,049,000 9,377,000 9,567,000 7,558,000 35,551,000 86,689,000

4,879,824 4,662,489 7,242,282 16,784,595 7,172,532 7,386,369 23,148,490 8,905,843 8,163,552 6,432,545 7,002,487 30,504,427 70,437,512

11,591,000 11,591,000 11,591,000 34,773,000 7,354,000 7,354,000 22,062,000 9,049,000 9,049,000 9,049,000 9,049,000 36,196,000 93,031,000

11,591,000 11,077,000 10,378,000 33,046,000 8,727,000 10,605,000 26,686,000 9,049,000 9,377,000 9,567,000 7,558,000 35,551,000 95,283,000

7,769,824 7,388,489 7,242,282 22,400,595 7,972,532 7,386,369 23,948,490 8,907,983 8,163,552 6,432,545 7,002,487 30,506,567 76,855,652

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
報酬
旅費
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

委託料
賃金
需用費

実績との比較
（増減理由）

妊娠届出数が予
定より少なかっ
たため減額と
なった

妊娠届出数が予
定より少なかっ
たため減額と
なった

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

事 業 費 合 計

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成９年度母子保健法の改正により、母子保健サービスが市町村に移管され、妊婦健康診査についても一般財源化された。
通知に基づき前期・後期の妊婦健康診査を２回、高齢妊婦に対する超音波検査を１回公費負担として実施していたが、超音波検査については、妊婦健康診査の中で一般化されていることを踏まえ平成17年度より廃止とした。
平成19年度には、妊婦健康診査未受診者の問題や少子化対策の一環として、妊婦健康診査の費用負担軽減を図ることを目的に妊婦健康診査の公費負担の望ましいあり方について通知があり、平成20年度より２回から３回に増やした。平成21年
には、妊婦一般健康診査14回分を無料で受けられる体制を整えることとして、妊婦一般健康診査臨時特例交付金事業が創設され平成24年度まで継続、平成25年度からは一般財源化された中で継続実施している。
平成27年7月からは、子育て支援対策の一環として、15回目以降の妊婦健診及び有料となっている超音波検査8回分を市立病院を利用した場合は無料となるよう新たな助成制度を設けた。
令和元年6月1日より、砂川市妊婦一般健康診査費用助成事業実施要綱の一部改正を行い、医療機関と協定契約・委託契約ができない場合、償還払いで助成を行う。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市に住民票を有する妊婦 受診券を発行することで、妊婦の経済的負担の軽減と、適切な妊婦一般健康診査の受診を促進する。

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 妊婦一般健康診査事業 平成　9　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

妊婦の健康診査を行うことにより、妊娠期の異常の早期発見、個々の検査データーに基づいた適切な治療や保健指導を
行い、安全な分娩と健康な児の出生促進につなげる。

妊婦が受けるべき健康診査の回数は、13～14回程度で各医療機関で実施している。その14回分の妊婦一般健康診査を無
料で受けられるよう、妊娠届出時に妊婦健康診査受診券を14枚、超音波検診受診券を6枚発行する。医療機関との契約に
ついては、北海道が市町村の代理として道内の医療機関と協定を締結している。道外の医療機関で受診する場合は、そ
の医療機関と個別契約を締結し対応する。
15回目以降の妊婦健診及び有料となっている超音波検査8回分については、医療機関と個別契約を締結し、市立病院の料
金を上限に補助券を発行し助成する。

7,354,000

7,354,000

妊娠届出数の減
少

事務賃金単価の
増額、妊娠届出
数の増により増
額

事務賃金単価の
増額、砂川市独
自施策分の増、
妊娠届出数の増
により増額

妊娠届出数の減
少により減額

8,589,589

妊娠届出数の減
少により委託料
減額

計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第３次実施４カ年計画

一 般 財 源 計　画　額 7,354,000

実　績　額

そ の 他

実　績　額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業費予算の
内容

計　画　額

道 費

妊娠届出数の増加
により委託料増額
し3月補正後9,469
千円としたが、受
診数が予定より少
なかった。

妊娠届出数の増
加により委託料
増額したが、受
診数が予定より
少なかった。

妊娠届出数の減
少により委託料
減額

妊娠届出数の増
加により委託料
増額

ほぼ同額

妊娠届出数が予
定より少なかっ
たため減額と
なった

妊娠届出数の増
加により増額

妊娠届出数の増
加と、検査内容
の増設により増
額となった

妊婦健診助成拡大の
ため6月補正で1,328
千円増額としたが、
妊娠届出数が少な
かったため減額と
なった

8,589,589

実　績　額

妊娠届出数の減
少

妊娠届出数の減
少
妊婦健康診査臨
時特例交付金の
終了（一般財源
化）

予算計上額 7,354,000

健診単価の増
額、妊娠届出数
の増により増額
となった

妊娠届出数が予
定より少なかっ
たため減額と
なった

実　績　額

地 方 債 計　画　額

国 費 計　画　額

予算計上額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

実績値 2,149 2,345 2,055 2,081 1,735 2,081 1,995 1,657 2,577

計画値 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

実績値 1,642 1,684 1,686 1,592 1,434 1,755 1,467 1,260 1,853

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 良好である

自己分析：
受診券の発行に
より経済的な負
担軽減と適切な
妊婦一般健康診
査の受診につな
がっている。
しかしながら出
生数の増加には
なかなかつなが
らない。

自己分析：
妊娠届出数は
H23年度102件、
H24年度109件と
若干多かった。
届出時期も
93.4％が妊娠11
週以内の早期届
出となってい
る。
受診券の発行に
より経済的な負
担軽減と適切な
妊婦一般健康診
査の受診につな
がっている。

自己分析：
H25年度の妊娠
届出数は93件と
少なく、受診券
発行延数は減少
している。しか
し、届出の
92.5％は妊娠11
週以内の届け出
であり、使用延
べ数も増加して
いることから、
適切な受診につ
ながっているも
のと考えられ
る。

判断理由：
本事業の実施に
より、妊婦健診
に係る経済的な
負担の軽減及び
早期の妊娠届
出、適切な時期
の妊婦健診の受
診につながって
おり、目的はほ
ぼ達成できてい
ると判断した。

自己分析：
H27年度の妊娠
届出数は99件と
少なく発行延枚
数、使用延枚数
とも減少してい
る。
今まで有料と
なっていた15回
目以降の健診や
超音波検査の助
成により出産ま
での更なる経済
的な負担軽減を
図ることができ
ている。

自己分析：
H28年度の妊娠
届出数は83件と
昨年度より更に
減少し、発行
数・使用数共に
減少している。
昨年度から助成
している健診や
超音波検査の補
助券もこれまで
の受診票と併せ
て使われてお
り、出産まで安
心して妊婦健診
を受けられ、経
済的負担も軽減
されていると考
える。

判断理由：
本事業の実施に
より、妊婦健診
に係る経済的な
負担の軽減及び
早期の妊娠届
出、適切な時期
の妊婦健診の受
診につながって
おり、目的はほ
ぼ達成できてい
ると判断した。

自己分析：
H29年度の妊娠
届出数は93件と
昨年度より増加
し、受診券の発
行延枚数、使用
枚数共に増加し
ている。又、15
回目以降の健診
や超音波検査の
補助券も昨年度
同様、受診券と
併せて使われて
おり、妊娠中の
経済的負担の軽
減及び母子の健
康管理に寄与で
きているものと
考える。

自己分析：
H30年度の受診
券の発行延枚
数、使用枚数共
に減少したの
は、妊娠届出数
が84件と減少し
たためである。
未使用者につい
ては、転出、流
産などの理由に
よるものであ
る。受診券、補
助券の交付によ
り、妊娠中の経
済的負担の軽減
と必要な妊婦健
診の受診につな
がっているもの
と考えられる。

自己分析：
R1年度は、妊娠
届出数の減少に
より、受診券の
発行枚数が減少
している。転
出、流産等によ
り、未使用もあ
るが、利用状況
は標準的な健診
の時期に使用さ
れており、妊娠
中の経済的負担
の軽減と必要な
健診受診へとつ
ながっているも
のと考えられ
る。

自己分析：
R2年度は、妊娠
届け出数が87
件、転入による
届出が11件と例
年並みになり、
受診券発行枚数
及び使用枚数が
増加した。未使
用分について
は、転出、流・
早産による。受
診券の使用状況
については、標
準的な仕様がさ
れていることよ
り、経済的負担
の軽減とともに
健やかな妊娠、
出産に向けた健
康管理に寄与で
きていると考え
る。

判断理由：
妊娠届出数によ
り、活動指標や
成果指標の増減
はあるが、妊婦
の経済的負担の
軽減と、適切な
妊婦健康診査の
受診促進へとつ
ながっており、
目的はほぼ達成
できていると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：妊婦一般健康診査受診券発行延枚数 指標の求め方：妊婦一般健康診査受診券の発行延枚数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：妊婦一般健康診査受診券使用延枚数 指標の求め方：妊婦一般健康診査受診券の使用延枚数

2,112

成果指標１
(単位/枚/延）

1,700

H30：
妊娠届出時期は95％以上が11週以内の早期届出となっており、その後も定期的な妊婦健康診査の受診に
つながって定着してきているため、現状のまま継続していくこととする。また、医療機関との契約がで
きない場合、健診費用の助成ができないことから、令和元年より償還払いの体制を整えたところであ
る。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
H26年度の妊娠
届出数は103件と
若干増加しており
受診券発行数・
利用数も増加し
ている。
妊娠11週以内の
届け出が95.4％
と年々増加してお
り、早期からの適
切な健診受診に
つながっていると
考えられる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
事業の達成度や成果などから現状維持で継続していくことが必要で
あると判断した。

H28：
事業の達成度や成果などから現状維持で継続していくことが必要で
あると判断した。

1,824

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/枚/延）

2,200

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －2 －4 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 妊産婦・新生児・乳幼児訪問指導事業 　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

母子保健法に基づき実施している事業である。新生児訪問は、平成20年度より全戸訪問することとし、平成21年からは児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」を兼ねて実施している。

目的
(何のために実施する
のか）

妊娠・出産を安心して迎えられ、その後に続く育児においても、母親が安心して育児ができるよう個別の状況を総合的
に判断しながら支援をし、母子の健康の保持増進を図る。

妊娠届、出生届、健診対象者名簿、健診後のカンファレンス、関係機関からの情報等から対象者を把握し、保健師が家
庭訪問する。また、必要に応じて栄養士、子育て支援センター保育士も同伴する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

妊婦：全初妊婦、８ヵ月以降届出妊婦、異常の既往等支援の必要な妊婦。
産婦・新生児：全ての産婦・新生児（こんにちは赤ちゃん訪問事業を兼ねる）。
乳児・幼児：健診等で支援が必要と判断した乳幼児、心身障害児、健診未受診児等。

妊娠・出産を安心して迎えられ、その後に続く育児においても、母親が安心して育児ができる。また、個別の状況を総
合的に判断しながら必要なサービスにつなげていくことができる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費 計　画　額

実　績　額

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

事業費予算の
内容

予算計上額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

計　画　額 0

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

事 業 費 合 計

0

実　績　額 0

予算計上額

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
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推
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【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 370 370 370 370 370 370 370 370 370

実績値 300 346 320 242 293 272 301 237 265

計画値 370 370 370 370 370 370 370 370 370

実績値 300 346 320 242 293 272 301 237 265

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
妊娠届出数や出
生数の減少によ
り訪問件数は
年々減少してい
るが、全出生児
への訪問や支援
が必要なケース
への訪問は実施
できている。

自己分析：
妊娠届出数や出
生数に大きな変
化はないが、母
のメンタル面へ
の支援や育児支
援を要するケー
スが増加してお
り、産婦・乳幼
児への継続訪問
が増加してい
る。

自己分析：
訪問件数は若干
減少している
が、全出生児へ
の訪問や支援が
必要なケースへ
の訪問は実施で
きている。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに増加
傾向にあり、必
要なケースには
訪問指導を実施
することができ
ており、ふつう
であると判断し
た。

自己分析：
初妊婦・出生
数・養育支援を
必要とする継続
ケースの減少な
どにより訪問延
人数は減少して
いる。
全出生児への訪
問では、未訪問
が4件あるが、
未訪問理由は
『入院中１』
『転出２』『本
人の希望で来所
面接１』となっ
ており全出生児
の状況は把握で
きている。ま
た、支援が必要
なケースへの訪
問は実施できて
いる。

自己分析：
出生数が若干増
えていること
と、妊娠期から
養育支援を必要
とするケースが
おり、継続支援
を行ったため延
人数が増加し
た。
妊婦訪問では、
沐浴人形を活用
し、赤ちゃんの
いる生活や育児
を具体的に考え
てもらうことが
できた。
今後も、支援の
必要なケースへ
は、関係機関と
連携を図りなが
ら支援を行って
いく。

判断理由：
必要なケースに
は訪問指導を実
施することがで
きており、普通
であると判断し
た。

自己分析：
初妊婦への訪問
は若干増加した
が出生数の減に
より、産婦、乳
児等への訪問が
減少した。ま
た、幼児につい
ては、支援の必
要なケースが、
保育園や通園セ
ンターにつな
がったことで、
継続支援回数が
減少している。
今後も、支援の
必要なケースへ
は、関係機関と
連携を図りなが
ら支援を行って
いく。

自己分析：
初妊婦への訪問
は若干減少した
が、出生数が増
え、産婦、乳児
訪問等が増加し
た。産後の母の
メンタルヘルス
や児の発育・発
達等、支援が必
要なケースにつ
いては、継続訪
問を行った。今
後も、乳児健診
や医療機関、関
係機関と連携を
図りながら、支
援の必要なケー
スの把握に努
め、支援を行っ
ていく。

自己分析：
出生数の減少に
より、訪問件数
の減少はある
が、対象とする
ケースには訪問
指導を実施する
ことが出来てい
る。妊娠期から
切れ目ない支援
を行うため、産
後のメンタルヘ
ルスや児の発
育・発達等、支
援が必要なケー
スについても継
続訪問を行って
いる。今後も乳
児健診や医療機
関、関係機関と
連携を図りなが
ら、支援を行っ
ていく。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染を懸念
して、訪問を辞
退される家庭も
数件あったが、
妊娠期から切れ
目ない支援を行
うため、産後の
メンタルヘルス
や児の発育・発
達等、支援が必
要なケースにつ
いて継続訪問を
行っている。訪
問を辞退する方
も来所には応じ
てもらえるた
め、育児状況の
把握ができてい
る。今後も健診
や医療・福祉等
関係機関と連携
を図りながら、
支援を行ってい

判断理由：
妊娠期からの関
わりを通し、必
要なケースには
訪問を行い、医
療機関や関係機
関などと連携
し、必要な支
援っを行ってき
ていることか
ら、ふつうであ
ると判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

370

359

成果指標１
（単位/人/延)

370

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：訪問延人数 指標の求め方：訪問指導を実施した延人数

359

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：訪問延人数 指標の求め方：訪問指導を実施した延人数（訪問することが個別の状況の把握や必要な指導につながるため問題解決の一助となっているものとして、活動指標と同じ指標とした）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人/延)

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
初妊婦や出生数
に大きな変化は
ないが、養育支
援の必要なケー
スが増加してお
り、きめ細かい
継続支援体制を
構築していく必
要性を感じてい
る。子育て支援
センターなど関
係機関と連携を
図りながら協議
対応していく。

H30：
個別の状況を総合的に判断し支援できる訪問指導事業は現状のまま継続することが必要である。
また、母のメンタル面への支援や育児支援を要するケースが増加しており、関係機関と連携を図りなが
ら対応していくことが必要である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
個別の状況を総合的に判断し支援できる訪問指導事業は現状のまま
継続することが必要である。
また、母のメンタル面への支援や育児支援を要するケースが増加し
ており、関係機関との連携を図りながら対応していくことが必要で
ある。

H28：
個別の状況を総合的に判断し支援できる訪問指導事業は現状のまま
継続することが必要である。
また、母のメンタル面への支援や育児支援を要するケースが増加し
ており、関係機関との連携を図りながら対応していくことが必要で
ある。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －2 －4 2 －3 －5 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 440,640 440,640 0 440,640

0 0 0 0

0 0 0 0

213,000 213,000 0 0 213,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

132,000 132,000 132,000 396,000 0 84,000 84,000 84,000 84,000 336,000 732,000

132,000 113,000 113,000 358,000 0 84,000 0 0 84,000 442,000

104,300 104,300 83,300 83,300 92,400 0 92,400 280,000

1,302,000 1,302,000 1,302,000 3,906,000 1,455,000 1,455,000 4,378,000 1,417,000 1,417,000 1,417,000 1,417,000 5,668,000 13,952,000

1,302,000 1,335,000 1,342,000 3,979,000 1,921,000 1,497,000 4,886,000 1,417,000 1,463,000 1,479,000 1,690,000 6,049,000 14,914,000

1,234,090 1,369,088 1,354,411 3,957,589 1,378,962 1,357,058 4,134,700 1,302,463 1,419,204 1,471,483 1,533,468 5,726,618 13,818,907

1,434,000 1,434,000 1,434,000 4,302,000 1,455,000 1,455,000 4,378,000 1,501,000 1,501,000 1,501,000 1,501,000 6,004,000 14,684,000

1,434,000 1,448,000 1,455,000 4,337,000 1,921,000 1,497,000 4,886,000 1,501,000 1,463,000 1,479,000 1,690,000 6,133,000 15,356,000

1,551,390 1,369,088 1,354,411 4,274,889 1,819,602 1,440,358 4,658,640 1,394,863 1,419,204 1,471,483 1,533,468 5,819,018 14,752,547

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 乳幼児健診事業 　　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成９年母子保健法の改正により、乳幼児健診の実施主体が市町村に移管され、段階的に一般財源化されてきた。
対象年齢・実施回数・内容等は、出生数の動向や乳幼児の発達に関する知見に基づき、関係機関と検討を重ね、現在の体制に整ってきたところである。
平成25年度予防接種法の改正によりBCG予防接種の対象者が変更となり、3～4か月児健診で実施していた予防接種は、6～7か月児健診で実施することとなった。
母子通園センターの体制変化により、3歳児健診で実施していた言葉の相談コーナーは平成25年度で休止となった。

目的
(何のために実施する
のか）

乳幼児健康診査を行うことにより、乳幼児の発育・発達状況を確認し、疾病・障害の予防や早期発見、早期療育につな
げる。また、育児相談を効果的に実施し、健全な乳幼児の発達を促すことにつなげる。

乳児健診は、月１回ふれあいセンターにおいて、市立病院小児科医師の協力を得て実施。内容は、身体計測・医師診
察・問診・栄養指導・保健指導。※６～７ヵ月児にはBCG予防接種と離乳食講習会を同時実施。また、図書館事業である
「乳児健診・親子でふれあう初めての絵本」を同時実施とする。幼児健診は、月１回（偶数月：１歳６ヵ月児、奇数
月：３歳児）ふれあいセンターにおいて市立病院小児科医師、砂川歯科医会の協力を得て実施。内容は、身体計測・歯
科検診・医師診察・問診・栄養指導・歯科指導・保健指導、※希望者にはフッ素塗布を同時実施。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

乳児健診：３～４ヵ月児、６～７ヵ月児
幼児健診：１歳６ヵ月児、３歳児

全ての乳幼児の発育・発達状況が確認でき、疾病・障害の早期発見・早期療育につなげることができる。また、発育・
発達を促す育児の仕方を学ぶ機会として、育児不安や子育てについての悩みを相談できる機会として活用できる。

第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

備品購入費の減

計　画　額 1,468,000

予算計上額 1,468,000

実　績　額 1,398,680

事務賃金・歯科
衛生士報償費単
価増額、備品購
入費増額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

乳幼児健診精密
検査委託料の減
額、医師謝礼の
減額（1歳6か月
児健診と3歳児
健診を同時実
施）、医師送迎
用車代の減額等
による

事 業 費 合 計

1,468,000

予算計上額 1,468,000

実　績　額 1,398,680

事務職の時間確
保ができなかっ
たため減額
また、備品購入
のため増額
12月補正
213千円

事務職の時間確
保ができなかっ
たことと、乳幼
児医療費の無料
化により乳幼児
健診の精密検査
委託料が減額と
なったため

事務職の時間確
保ができなかっ
たことと、乳幼
児医療費の無料
化により乳幼児
健診の精密検査
委託料が減額と
なったため

事務職の時間確
保ができなかっ
たことと、乳幼
児医療費の無料
化により乳幼児
健診の精密検査
委託料が減額と
なったため

事務賃金単価増
額

事務賃金・歯科
衛生士報償費単
価増額

事務賃金・歯科
衛生士報償費単
価増額、医師謝
礼の減額

事務賃金・歯科
衛生士報償費単
価増額

報酬、職員手当
等、旅費による
増額

実績との比較
（増減理由）

事務賃金・歯科
衛生士報償費単
価増額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度実績見込
みによる減

前年度実績見込
みによりほぼ同
額

医師送迎用車代
の減額等

報酬、職員手当
による減額

歯科衛生士の確
保ができず減
額。
BCG予防接種医
師謝礼減額補正
と精密検査健診
委託料の増額補
正により、3月
補正後1,444千
円

事務職の時間確
保ができなかっ
たため

前年度ほぼ同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

報酬、職員手当
等、報償費、旅
費、需用費、役
務費、委託料、
使用料及び賃借
料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

備品購入、賃
金、報償費、需
用費、役務費、
委託料、使用料
及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料
繰越明許（備品
購入費）

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料

賃金、報償費、
需用費、役務
費、委託料、使
用料及び賃借料



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 36 36 36 36 36 36 36 36 36

実績値 36 36 36 36 36 36 36 36 36

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値
97.9

97.0 98.4 99.0 98.9 98.9 97.4 99.1 97.8

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 良好である 良好である

自己分析：
受診率は、3歳
児健診で若干低
いが、どの健診
も90％以上の高
い受診率が維持
できており、成
長の節目ごとに
子供の状況を確
認することがで
きている。
内容的には、育
児支援を要する
親子が増加して
おり問診や指導
に時間がかかる
ため待ち時間が
長くなってし
まっている。待
ち時間の解消に
ついては検討が
必要である。
曜日は小児科医
師の都合もあり
変更は困難であ
る。

自己分析：
受診率は、3歳
児健診で若干低
いが、どの健診
も90％以上の高
い受診率が維持
できており、成
長の節目ごとに
子供の状況を確
認することがで
きている。
未受診者につい
ても、訪問など
で状況の確認を
行っている。
待ち時間の解消
については要検
討であるが、ま
ずは、受診者が
満足する健診と
なるよう指導内
容の見直しを
行っていくこと
とする。

自己分析：
どの健診も95％
以上の高い受診
率となり、成長
の節目ごとに子
供の状況を確認
することができ
ている。
未受診者につい
ても、訪問など
で状況の確認を
行っている。
待ち時間の解
消・指導内容に
ついては検討中
である。

判断理由：
健診の受診率は
高率で維持でき
ており、事業と
してはふつうで
あると判断し
た。

自己分析：
受診率は99.0％
と高率で維持で
きている。未受
診者についても
訪問等で状況を
確認している。
要望のあった授
乳室について
は、安定したパ
ネルスクリーン
を購入し、健診
のたびに授乳
コーナーを設置
している。
親が子どもの成
長・発達過程を
学ぶことができ
るよう全員に
「子どもノー
ト」を配布して
いるが、有効活
用について検討
が必要である。

自己分析：
昨年度同様、受
診率は98.9％と
高率で維持でき
ている。
親が子どもの成
長・発達過程を
学ぶことができ
るよう、「子ど
もノート」を活
用しているが、
さらに活用しや
すいよう検討が
必要である。

判断理由：
健診の受診率は
高率で維持でき
ており、事業と
しては良好と判
断した。

自己分析：
昨年度同様、受
診率は98.9％と
高率で維持でき
ている。
親が子どもの成
長・発達過程を
学ぶことができ
るよう「子ども
ノート」を配布
しているが、今
年度は「子ども
ノート」を活用
した問診票の改
定や保健指導・
栄養指導時に
「子どもノー
ト」を媒体とし
て発達確認する
など、活用方法
を工夫した。
今後も有効活用
しながら親の学
習を支えてい
く。

自己分析：
受診率は97.4％
と若干減少して
いるが高率で維
持できている。
未受診者につい
ては、次年度の
健診又は、訪問
などにより状況
確認できてい
る。

自己分析：
受診率は高率で
推移している。
乳幼児の健康・
発育・発達の節
目を確認し、育
児相談を行う事
業となってい
る。乳幼児の健
全な発達・発育
を保護者ととも
に確認、学習し
ながら、育児不
安の解消を図っ
ていく事業とし
て今後も継続し
ていく。

自己分析：
受診率は高率を
維持した。新型
コロナウイルス
感染拡大防止の
ための緊急事態
時は健診を延期
する措置を講じ
たが、乳幼児の
健康・発育・発
達には臨界期が
あり、節目の確
認機会を継続
し、育児の相
談、保健指導を
行うことができ
た。今後も、乳
幼児の健全な発
達・発育を保護
者とともに確
認、学習しなが
ら、育児不安の
解消を図ってい
く事業として継
続していく。

判断理由：
健診の受診率は
高率で継続でき
ており、疾病・
障害の早期発
見・早期療育に
つなげられてき
ていること、ま
た、育児不安や
子育てについて
悩みを相談でき
る場として活用
できており、事
業としては良好
であると判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

36

36

成果指標１
（単位/％　）

100.0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：健診実施回数 指標の求め方：乳児・1歳6ヶ月児・3歳児健診の実施回数

97.2

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：乳幼児健診受診率 指標の求め方：受診者数/対象者数×100（3～4カ月児・6～7カ月児・1歳6カ月児・3歳児健診を受診した乳幼児の割合）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
受診率は3歳児
健診が93.7％と
若干低くなって
いるが、どの健
診も高い受診率
で推移してい
る。
未受診者につい
ては、訪問など
で状況の確認を
行っている。
指導内容につい
ては、親が子ど
もの成長・発達
過程を学ぶこと
ができるよう全
員に「子ども
ノート」を配布
し、それを活用
しながら支援に
努めている。
近年、父親の参
加も増加してお
り、
健診会場に授乳
室を確保してほ
しいという声が
ある。

H25：
発育や発達を確認していくうえで、節目となる時期の健診であり、
現状のまま継続することが必要である。
ただ、待ち時間の解消とともに、親がわが子の発達を学習し発達に
応じた育児ができるよう指導内容の検討を行うことも必要である。

H30：
発育や発達を確認していく上で節目となる時期の健診であり、ほぼ100％の受診率を維持しており、現
状のまま継続することとする。ただし、待ち時間の解消とともに、親がわが子の発達を学習し、発達に
応じた育児ができるよう学習教材などを有効活用し、指導内容の充実を図る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H28：
発育や発達を確認していくうえで、節目となる時期の健診であり、
現状のまま継続することが必要である。
ただ、待ち時間の解消とともに、親がわが子の発達を学習し発達に
応じた育児ができるよう「子どもノート」の有効活用を図ることが
課題である。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

63,000 63,000 63,000 189,000 63,000 63,000 189,000 50,000 50,000 50,000 50,000 200,000 578,000

63,000 63,000 63,000 189,000 42,000 63,000 168,000 50,000 0 0 0 50,000 407,000

55,300 69,300 62,300 186,900 53,200 49,000 140,000 55,300 0 0 0 55,300 382,200

35,000 35,000 35,000 105,000 28,000 28,000 84,000 15,000 15,000 15,000 15,000 60,000 249,000

25,000 25,000 25,000 75,000 49,000 0 77,000 15,000 79,000 83,000 83,000 260,000 412,000

32,600 18,600 25,600 76,800 37,700 14,000 104,200 9,500 78,560 85,084 82,110 255,254 436,254

98,000 98,000 98,000 294,000 91,000 91,000 273,000 65,000 65,000 65,000 65,000 260,000 827,000

88,000 88,000 88,000 264,000 91,000 63,000 245,000 65,000 79,000 83,000 83,000 310,000 819,000

87,900 87,900 87,900 263,700 90,900 63,000 244,200 64,800 78,560 85,084 82,110 310,554 818,454

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 フッ素塗布事業 平成　9　年度　～　　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成８年度までは道の事業として実施していたが、母子保健法改正で平成９年度より市町村へ移管されたことから、負担金を徴収し実施している。
平成30年度より少子化対策のひとつとして、子どもの歯科保健の充実を図るため、自己負担を求めず、全額助成とする。

目的
(何のために実施する
のか）

幼児に対してフッ化物を歯面塗布することにより、歯の質を強くし、むし歯予防を図るとともに、歯科検診や歯科指導
を通じて親の歯科保健への意識向上と、幼児期からの良い食習慣・生活習慣の確立を図る。

フッ素塗布単独事業として、年３回ふれあいセンターで実施。歯科検診は砂川歯科医会に委託し、フッ化物歯面塗布は
在宅歯科衛生士を雇い上げ実施する。初回経験者を増加させるために１歳６ヵ月児健診でも実施することとし、また、
継続受診者の増加を図るために３歳児健診でも実施する。
H28年度からは、フッ素単独事業を中止し、1歳6か月児・3歳児健診に歯科衛生士を増員し、定期的にフッ素塗布が受け
られる体制とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

１歳６ヵ月児～６歳児。 乳幼児のむし歯を予防する。

第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

63,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 63,000

地 方 債 計　画　額

1歳6か月児健
診・3歳児健診
と同時実施とし
たため、報償費
は増額、委託料
は減額、全体と
して減額となっ
た。

計　画　額 91,000

予算計上額 91,000

実　績　額 90,300

前年度同額

実　績　額 37,800

一 般 財 源 計　画　額

同額

事 業 費 合 計

28,000

予算計上額 28,000

実　績　額 52,500

同額 同額 同額 同額

前年度同額 歯科衛生士報償
費単価の増額に
より増となって
いる。

歯科衛生士報償
費単価・需用費
の増額

歯科衛生士報償
費単価の増額

前年度同額

実績との比較
（増減理由）

歯科衛生士報償
費単価・需用費
の増額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

フッ素塗布単独
事業の回数を4
回から3回に減
らしたため減額
となっている

前年度同額

同額 同額同額 同額 歯科衛生士報償
費単価・需用費
の増額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

報償費
需用費

報償費
需用費

報償費
需用費

報償費報償費
委託料

報償費報償費
委託料

報償費
委託料

報償費
委託料

報償費
委託料



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 15 15 15 15 15 15 15 15 15

実績値 15 15 15 14 12 12 12 12 12

計画値 78.0 78.0 78.0 79.0 79.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 76.9 80.0 77.3 77.6 83.7 82.4 84.4 80.5 91.6

達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

上がっている 変わらない 少し上がっている

少し上がっている 変わらない 少し上がっている

総合評価 良好である 普通である 良好である

自己分析：
フッ素塗布実施
者数は年々減少
している。歯科
医院でも受けら
れることや保育
所や幼稚園に早
い時期から通う
子が増えている
ためと考えられ
る。
単独のフッ素塗
布事業について
は検討が必要で
ある。

自己分析：
1歳6か月児健診
でのフッ素塗布
以降の継続塗布
を増やすため勧
奨を強化したこ
とにより2歳児
の受診者が増加
した。
当市は虫歯の罹
患率が高く、予
防処置としての
フッ素塗布は継
続していく必要
があると考え
る。

自己分析：
3歳児のう歯保
有者が増加して
いる。
1歳6か月児健診
でのフッ素塗布
実施率は68.9％
と低率である
が、その後さら
に継続塗布する
者は少ない状況
である。また、
卒乳が上手くで
きなかったり、
おやつや甘味飲
料をほしがるま
ま与えるなど生
活習慣の問題も
加わりう歯の増
加につながって
いると考えられ
る。

判断理由：
事業の効率や受
診者の利便性を
考え1歳6か月児
健診、3歳児健
診でもフッ素塗
布が受けられる
体制としたこと
で塗布数は増加
している。3歳
児のう歯なしの
割合も増加して
おり事業として
は概ね良好であ
ると考える。

自己分析：
フッ素塗布事業
は1歳6か月・3
歳児健診・フッ
素単独事業とし
て実施している
が、3歳までに3
回以上の継続塗
布児は45.9％と
半数にも満たな
い状況である。
3歳児のう歯罹
患率も上昇して
いることから、
初回塗布となる
1歳6か月児健診
の後、4～6か月
の間隔で定期的
に塗布ができる
よう周知や体制
づくりが必要で
ある。

自己分析：
1歳6ゕ月児・3
歳児健診と同時
に実施し、フッ
素塗布を定期的
に実施する機会
の増加を図った
ことにより、3
歳までに3回以
上塗布した幼児
は48.8％と若干
増えた。
初回塗布児や継
続児へ継続塗布
することの必要
性と機会周知を
継続して行う必
要がある。

判断理由：
う歯のない3歳
児の割合は80％
前後で推移して
いるが、健康す
ながわ21の目標
でもあり常に
80％以上を維持
できるよう対策
を講じていく必
要があるため普
通であると判断
した。

自己分析：
う歯のない3歳
児の割合は、計
画値を上回り、
80％以上を維持
できている。
3歳までに3回以
上フッ素塗布し
た幼児は、
49.1％と徐々に
増加してきてい
る。
さらなる歯科保
健の充実を図る
ため、H30年度
よりフッ素塗布
料金を無料と
し、フッ素塗布
を継続しやすい
体制としてい
く。

自己分析：
う歯のない3歳
児の割合は、計
画値の80％を上
回り、84.4％で
あった。また、
3歳までに3回以
上フッ素塗布し
た幼児は、
50.0％と年々増
加している。今
年度よりフッ素
塗布料金を無料
とした効果と考
えられる。今後
もう歯のない3
歳児の割合の向
上を目指し、
フッ素塗布無料
化を継続しなが
ら、積極的に勧
奨していく。

自己分析：
う歯のない３歳
児の割合は、
80％を上回って
いる。3歳まで
に3回以上フッ
素塗布をした幼
児は57.5％と
年々増加してい
る。う歯の有無
と毎日ジュース
を飲む習慣があ
る児のう歯あり
は50％、う歯な
しは19.7％で
あった。口腔、
食の衛生指導も
強化して、事業
の成果を維持向
上していく必要
がある。

自己分析：
う歯のない3歳
児の割合は、
90％を超えてい
る。3歳まで
フッ素塗布をし
た幼児は46.3％
であった。う歯
がない者の割合
が増加した背景
に差は見られな
かったが、乳児
期からの口腔衛
生指導や栄養指
導の実施もあ
り、保護者らが
望ましい保健行
動をとられてい
ることも考えら
れる。今後も、
フッ素塗布事業
と口腔、食の衛
生指導を継続し
ていく必要があ
る。

判断理由：
う歯のない3歳
児の割合は80％
以上で推移して
おり、成果指標
も達成している
ことから、良好
であると判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 手段の見直し 現状のまま継続

15

15

成果指標１
（単位/％　）

79.0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業実施回数 指標の求め方：フッ素塗布事業を実施した回数

85.2

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：う歯のない3歳児の割合 指標の求め方：う歯なし3歳児数/健診受診者数×100

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
フッ素塗布事業
は1歳6か月・3歳
児健診・フッ素単
独事業として実
施しているが、受
診数は年々減少
している。3～4歳
から保育園等へ
入所する児童が
増加し、フッ素塗
布事業に参加し
にくくなっていた
り、近年は歯科
医院でも無料で
フッ素塗布が受
けられるなど環
境も変化してきて
いる。
歯科医院との連
携を図りながら事
業全体の見直し
を図っていく必要
があると考える。

H25：
当市はう歯の罹患率が高く予防処置としてのフッ素塗布事業を今後
も継続していくことが必要である。
また、近年は1歳6ヵ月時ですでにう歯を持つ子がいたり、ある子と
ない子の差が大きくなっている。予防処置と同時に乳児期からの生
活習慣の確立に向けた支援を強化していくことも必要である。

H30：
1歳6ヵ月児、３歳児ともにう歯罹患率やう歯平均本数は減少傾向にあるものの、初期むし歯の状態にあ
るものもまだいることから、予防処置としての効果の高いフッ素塗布は今後も継続していくことが必要
である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H28：
当市はう歯の罹患率が高く予防処置としてのフッ素塗布事業は今後
も継続していくことが必要である。
現在、負担金を徴収して実施しているところであるが負担金のあり
方や、継続した塗布につながるような周知方法・実施体制、歯科医
会との連携等も視野に入れながら効果的な事業展開を検討していく
ことも必要である。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

32,000 32,000 32,000 96,000 30,000 30,000 90,000 59,000 59,000 59,000 59,000 236,000 422,000

32,000 32,000 28,000 92,000 30,000 43,000 103,000 52,000 45,000 54,000 54,000 205,000 400,000

24,960 28,360 22,900 76,220 29,174 42,947 99,981 55,526 45,152 50,684 29,223 180,585 356,786

32,000 32,000 32,000 96,000 30,000 30,000 90,000 59,000 59,000 59,000 59,000 236,000 422,000

32,000 32,000 28,000 92,000 30,000 43,000 103,000 52,000 45,000 54,000 54,000 205,000 400,000

24,960 28,360 22,900 76,220 29,174 42,947 99,981 55,526 45,152 50,684 29,223 180,585 356,786

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 フッ化物洗口推進事業 平成　22　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成21年6月に北海道歯・口腔の健康づくり8020推進条例が制定され、各市町村の12歳児の一人当たりう歯本数が公表された。
当市のう歯状況は、北海道平均の1.5倍と非常に多い状況にあることから、平成22年度より市内の保育所・幼稚園でう歯予防に効果の高いフッ化物洗口事業を実施することとなった。
平成23年度には、フッ化物洗口を実施していた子供たちが小学生になったことから、市内5か所の小学校でも1年生を対象にフッ化物洗口を実施するようになり、順次実施学年を拡大していくこととしている。

目的
(何のために実施する
のか）

幼児期から集団でフッ化物洗口を行なうことによって、親の意識に左右されず子どもの永久歯のむし歯予防ができると
ともに、子ども達の歯科保健に対する意識の向上と、生涯にわたる口腔の健康づくりに寄与できる。

協力してもらえる保育園・幼稚園において、週１回食後に集団でフッ化物による洗口を行なう。
（フッ化物の入った液を１分間ブクブクうがいする方法）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内保育園・幼稚園に通う４・５歳児
幼児期からフッ化物洗口を行なうことによって、永久歯へのむし歯予防と子ども達のセルフケア能力の向上を図ること
ができる。また、フッ化物洗口はむし歯予防のみならず成人の歯頸部う触や根面う触の予防にも効果があることが示さ
れており、生涯にわたる歯科保健の向上と歯科医療費の削減にもつながる。

第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

分注ポンプを新
調するため消耗
品費増額

計　画　額 30,000

予算計上額 30,000

実　績　額 27,860

前年度同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

同額

事 業 費 合 計

30,000

予算計上額 30,000

実　績　額 27,860

消耗品を購入す
る必要がなかっ
たので減額と
なった

医薬材料費の減
額（フッ化ナト
リウムの在庫
分）

消耗品を購入す
る必要がなかっ
たので減額と
なった

医薬材料費の減
額（フッ化ナト
リウムの在庫
分）

消耗品費減額 歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

医薬材料費の減
額（フッ化ナト
リウムの在庫
分）

歯科衛生士報償
費、医薬材料費
の単価の増額

前年度同額

実績との比較
（増減理由）

医薬材料費、消
耗品費、歯科衛
生士報償費単価
の増額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業導入に伴う
経費が掛からな
いため減額と
なっている

前年度同額

同額 新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止による事業中
止のため報償費
の減

消耗品の増 同額 医薬材料費、消
耗品費、歯科衛
生士報償費単価
の増額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費

報償費
医薬材料費
消耗品費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 9 9 9 9 9 11 11 11 11

実績値 9 9 9 9 9 11 11 11 4

計画値 3.66 3.66 3.66 3.66 3.66 2.37 2.37 2.37 2.37

実績値 3.98 統計なし 統計なし 統計なし 統計なし 1.27 統計なし 統計なし 0.3

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている 上がっている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
昨年に引き続き
小学校でもフッ
化物洗口を開始
することができ
大きな前進と考
える。本来は、
永久歯が生えそ
ろう14歳まで
フッ化物洗口を
継続することが
必要であるが、
徐々に実施学年
を拡大していけ
ればよい。
12歳児のう歯本
数はしばらくは
増加が続くもの
と思われる。
平成22年度から
事業を開始し、
その効果が表れ
るのはH23年度
の小学1年生が6
年生になったと
きである。

自己分析：
小学校でのフッ
素洗口も継続さ
れており、H24
年度は小学2年
生まで拡大さ
れ、今後も1学
年ずつ拡大され
ていく予定であ
る。
フッ素洗口の効
果を見るうえで
も、保育園・保
育所・幼稚園・
小学校で実施し
ている歯科検診
の結果を把握し
ていくことが必
要である。

自己分析：
小学校でのフッ
素洗口も継続さ
れており、H25
年度は小学3年
生まで拡大され
た。
フッ素洗口の効
果を見るうえ
で、保育園・保
育所・幼稚園・
小学校で実施し
ている歯科検診
の結果を把握し
ていくことが必
要である。

判断理由：
事業が開始され
て3年が経過、
フッ素洗口を実
施する学年も拡
大してきており
事業としては概
ね良好であると
判断した。た
だ、保育園・保
育所・幼稚園・
小学校で実施し
ている歯科検診
の結果を把握で
きておらず、事
業の効果を図る
ことができてい
ないのが課題で
ある。

自己分析：
小学校でのフッ
素洗口も継続さ
れており、H27
年度は小学５年
生まで拡大され
た。学校により
取り組み状況が
異なり、高学年
になると未実施
が増えている学
校もある。効果
の実感や習慣化
といった意識付
けが不足してい
たかもしれな
い。フッ素洗口
の効果を見るう
えで、歯科検診
の結果を把握し
ていくことが必
要である。
H29年度には初
めて実施した児
童が中学生にな
る。永久歯が生
え揃う14歳まで
は継続できるよ
う検討していく
必要がある。

自己分析：
小学校でのフッ
素洗口も継続さ
れており、H28
年度は小学６年
生まで拡大され
た。学校により
取り組み状況が
異なり、高学年
になると63.8～
76.3％の実施率
となっている。
フッ素洗口の効
果を見るうえ
で、歯科検診の
結果を把握して
いくことが必要
である。
H29年度には初
めて実施した児
童が中学生にな
る。永久歯が生
え揃う14歳まで
は継続できる体
制づくりが必要
がある。

判断理由：
事業が開始され
て6年が経過、
フッ素洗口を実
施する学年も拡
大してきており
事業としては概
ね良好であると
判断した。た
だ、保育園・保
育所・幼稚園・
小学校で実施し
ている歯科検診
の結果を把握で
きておらず、事
業の効果を図る
ことができてい
ないのが課題で
ある。

自己分析：
中学校2校で1年
生のフッ素洗口
が開始され、実
施施設数も計画
通り拡大するこ
とができた。ま
た、12歳児のう
歯本数も1.27と
計画値を達成で
きているが、全
国0.82本と比較
するとまだ多い
状況である。
対象別の実施状
況は、4・5歳児
96.0％、小学生
81.9％、中学生
27.6％であっ
た。フッ素洗口
は永久歯が生え
そろう時期まで
継続できること
が望ましいた
め、関係機関と
連携しながら、
実施率向上に向
け周知を図って
いく必要があ
る。

自己分析：
保育園、幼稚園
でのフッ化物洗
口は定着してき
ており、現状の
まま継続するこ
ととするが、今
後は、事業の効
果を把握するた
めに歯科検診の
結果把握に努め
ていく。
また、永久歯が
生えそろう14歳
まで継続できる
よう、中学2年
生まで拡大され
たが、実施率は
51.1％と低い状
況であり、関係
者と事業のあり
方について検討
していく必要が
ある。

自己分析：
保育園、幼稚園
でのフッ化物洗
口は定着してき
ており、現状の
まま継続するこ
ととする。中学
生の実施率は6
割前後で、小学
生以下の9割前
後に比較して低
い。永久歯が生
えそろう14歳ま
での継続が望ま
しいことより、
継続実施できる
よう、施設の実
情や課題を共有
しながら検討し
ていく必要があ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
幼稚園、小中学
校の実施が中止
されている。再
開の目途はたた
ないが、永久歯
が生えそろう14
歳までの継続が
望ましいことよ
り、継続実施で
きるよう、施設
の実情や課題を
共有しながら検
討していく必要
がある。
 12歳児一人平
均う歯本数が減
少した。単年の
評価で結論付け
は難しいが、乳
幼児期からフッ
素洗口を継続し
てきた世代であ
り、継続の効果
ととらえ、今後
の対策検討に役
立てたい。

判断理由：
事業が開始され
て9年が経過、
フッ素洗口を実
施する学年も拡
大し、成果指標
も達成している
ことから、概ね
良好であると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

9

9

成果指標１
（単位/本　）

3.66

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施施設数 指標の求め方：フッ化物洗口を実施している施設数

0.80

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：12歳児一人平均う歯本数 指標の求め方：う歯総本数/対象人数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
小学校でのフッ
素洗口も継続さ
れており、H26年
度は小学４年生
まで拡大された。
フッ素洗口の効
果を見るうえで、
保育園・保育所・
幼稚園・小学校
で実施している歯
科検診の結果を
把握していくこと
が必要であるが
結果の把握はで
きていない。
３年に１度の学校
保健統計調査で
は、12歳児のう
歯平均本数が激
減している。

H25：
実施学年が順次拡大され、事業も定着してきていることから、現状
のまま継続するのがよいと判断した。
ただ、歯科検診結果の把握や、未実施学年への対応など課題もあり
状況をみながら検討していく必要はあると考える。

H30：
保育園・幼稚園でのフッ化物洗口は定着してきており、現状のまま継続していく。
ただ、12歳児一人平均う歯本数は減少しているが、国の目標値である1.0本には到達していないことか
ら、小中学校での実施率が、学年が上がるにつれ低下している状況について関係機関と協議していく必
要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H28：
実施学年が順次拡大され、事業も定着してきていることから、現状
のまま継続するのがよいと判断した。
ただ、歯科検診結果の把握方法や、中学校での事業実施に向けて検
討していく必要がある。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －2 －4 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

74,000 74,000 74,000 222,000 83,000 83,000 249,000 85,000 85,000 85,000 85,000 340,000 811,000

74,000 74,000 74,000 222,000 83,000 83,000 249,000 85,000 87,000 89,000 89,000 350,000 821,000

74,455 77,810 73,655 225,920 91,784 82,997 244,255 75,020 86,600 94,509 65,833 321,962 792,137

74,000 74,000 74,000 222,000 83,000 83,000 249,000 85,000 85,000 85,000 85,000 340,000 811,000

74,000 74,000 74,000 222,000 83,000 83,000 249,000 85,000 87,000 89,000 89,000 350,000 821,000

74,455 77,810 73,655 225,920 91,784 82,997 244,255 75,020 86,600 94,509 65,833 321,962 792,137

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 １歳児パクパクひろば事業 平成　19　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成18年度までは、9か月児ひろばとして、母親同士の交流を中心に、子供の発達を学んだり、育児不安の解消や子育ての仲間づくりを目的に事業展開してきた。しかし、平成11年に1歳児健診から1歳6か月児健診に切り替わったことで、乳児
期から幼児期へ移行する1歳という大切な時期に関わる機会が無くなり、子供は自我の芽生えとともに行動範囲が広がり、親の育児ストレスが嵩むことや卒乳や歯磨きがうまくできないなど新たな課題も出てきた。
そのため、より効果的、効率的に事業展開できるよう検討した結果、平成19年度より対象時期を9か月児から1歳児に変更して行うこととなった。

目的
(何のために実施する
のか）

乳児期から幼児期へ移行する節目の時期に、母親が子どもの成長過程を理解し、子どもの成長に応じた育児ができるよ
うになる。また、親子の交流を通じて、育児不安の解消と仲間づくりができる。

月１回ふれあいセンターで実施。身体計測、育児交流、離乳食の試食と栄養指導、歯みがき指導、生活面の保健指導、
個別相談

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

１歳児とその親
母親が子どもの成長過程を理解し、子どもの成長に応じた育児ができる。また、育児交流を通じて、日頃の悩みや不安
の解消が図られる。

第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

前年度同額

計　画　額 83,000

予算計上額 83,000

実　績　額 69,474

前年度同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

フードモデル購
入のため増額

事 業 費 合 計

83,000

予算計上額 83,000

実　績　額 69,474

同額 試食用食材費の
値上がりにより
増額

同額 対象者のいない
月があり開催回
数が11回に減少
したため減額

前年度同額 歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

前年度同額

実績との比較
（増減理由）

歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額

同額 新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止による事業回
数減による減額

歯科衛生士確保
ができない時が
あり減額

ほぼ同額 歯科衛生士報償
費単価の増額に
よる

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費

報償費
消耗品費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 12 12 12 12 12 12 12 11 9

計画値 60.0 60.0 60.0 65.0 65.0 70.0 70.0 70.0 70.0

実績値 63.9 55.3 61.5 61.4 60.4 55.3 56.0 57.8 58.1

達成されている ほぼ達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
1歳という節目
の時期に、他の
親子との交流を
通して、子供の
成長・発達を確
認しあい、育児
の悩みや心配を
自由に話し合う
ことで、不安や
悩みの軽減が図
られ、育児への
自信や安心感に
つながってい
る。
参加率も増加し
てきている。

自己分析：
参加率は昨年よ
りは減少してい
るが、50％以上
で保たれてい
る。
参加された方は
他の親子との交
流やフリートー
キングを通し
て、子供の成
長・発達の確認
ができたり、育
児の悩みや心配
事を共有しあう
ことで、不安や
悩みの軽減が図
られ、育児への
自信や安心感に
つながっている
ようである。

自己分析：
参加率は若干増
加し、第1子で
は86.1％の参加
となった。
参加者のアン
ケートやフリー
トーキングから
も、同月齢の子
どもや母親同士
の交流を通し、
子供の成長発達
を確認できた
り、その時期に
必要な子育ての
方法を学んだ
り、悩みや心配
事の解消につな
がっているよう
である、

判断理由：
参加率は50％以
上を維持してお
り、参加者のア
ンケートからも
子育ての不安や
悩みの軽減が図
られ、育児への
自信や安心感に
つながっている
様子がうかがえ
ることから概ね
良好であると判
断した。

自己分析：
全体の参加率は
61.4％と昨年よ
り減少している
が、第2子以降
の参加率が
50.9％と増加し
ており事業が定
着してきてい
る。
同じ月齢の子ど
も同士が触合え
成長を確認でき
たり、子どもの
成長に合わせた
育児方法を学ぶ
良い機会となっ
ている。

自己分析：
全体の参加率は
60.4%と昨年よ
り若干減少して
いるが、第2子
以降の参加率が
55.8%と増加
し、事業が定着
してきている。
母同士の交流や
離乳食完了期の
試食、子どもの
歯の手入れの体
験など、98.2％
の母が楽しかっ
たとアンケート
で回答してお
り、好評であ
る。

判断理由：
参加率は50％以
上を維持してお
り、参加者のア
ンケートからも
子育ての不安や
悩みの軽減が図
られ、育児への
自信や安心感に
つながっている
様子がうかがえ
ることから概ね
良好であると判
断した。

自己分析：
全体の参加率は
55.3％と昨年より
減少しているが、
第1子の参加率は
78.4％で昨年の
65.9％より増加し
ている。
アンケートでも、
全員が「楽しかっ
た」と回答され、
満足されていた。
参加率が増えない
要因として、1歳
頃は母の職場復帰
と重なる事も考え
られるため、参加
勧奨月を2ヵ月に
拡大し、参加しや
すい体制としてい
く。

自己分析：
全体の参加率は
56.0％と昨年よ
り若干増加し
た。　参加勧奨
月を2カ月に拡
大することも検
討したが、1回
の参加人数が多
くなると事業実
施に支障をきた
すため、職場復
帰で該当月に参
加できない人の
み前月に参加で
きるようにし
た。参加者のｱﾝ
ｹｰﾄからも満足
度の高い事業で
あるため、今後
も参加しやすい
工夫を検討して
いく必要があ
る。

自己分析：
対象の役6割の
参加がある。１
歳は発達、食形
態などが幼児食
に移行する節目
の時期であり、
参加者のアン
ケートからも満
足度が高い。し
かし、集団への
参加が難しい対
象がいることを
鑑み、参加でき
ない対象への支
援を行っていく
必要がある。

自己分析：
新型コロナウイル
ス感染拡大防止の
ため、3カ月中止
したため、回数
減、9回分の対象
と6月対象の希望
する3人を加える
と参加率は例年並
みとなった。参加
者は交流の中から
育児の工夫や発達
の確認をする学習
の場として有意義
な感想がある。事
業中止時には、個
別に電話相談と文
書指導、希望に応
じ個別面接で対応
した。発達の節目
の確認ができる機
会として事業の意
義は大きい。今後
も継続していく必
要がある。

判断理由：
成果指標は達成
していないが、
参加率は50％以
上を維持してお
り、参加者のア
ンケートからも
子育ての不安や
悩みの軽減が図
られ、育児への
自信や安心感に
つながっている
様子がうかがえ
ることから概ね
良好であると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

12

11

成果指標１
（単位/％　）

65.0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施回数 指標の求め方：年間の実施回数

63.3

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加率 指標の求め方：参加実人数/1歳児対象者数×100

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
全体の参加率は
昨年よりも増加
した。
参加者のアン
ケートでは、同
じ月齢の子ども
や母親同士の交
流を通し、子供
の成長発達を確
認したり、同じ
ような悩みを
持っていること
を知って安心し
たり、健診とは
違い参加者同士
が自然に話せる
雰囲気が好評の
ようである。

H25：
活動指標・成果指標・参加者のアンケートから概ね良好と判断した
事業であり、1歳は成長発達を見ていくうえで大切な時期でもあり、
現状のまま事業を継続していくことが必要であると判断した。

H30：
参加率は60％前後にとどまっているが、参加者へのアンケートでは満足度も髙く、現状のまま継続とす
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H28：
活動指標・成果指標・参加者のアンケートから概ね良好と判断した
事業であり、1歳は成長発達を見ていくうえで大切な時期でもあ
り、現状のまま事業を継続していくことが必要であると判断した。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －2 －4 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

29,795 36,187 28,045 94,027 26,138 31,547 83,974 32,486 30,062 47,640 23,751 133,939 311,940

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000 300,000

29,795 36,187 28,045 94,027 26,138 31,547 83,974 32,486 30,062 47,640 23,751 133,939 311,940

消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費 消耗品費

新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 離乳食講習会事業 　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

目的
(何のために実施する
のか）

食生活の基本となる離乳期を適切に経過することで、乳幼児の健全な成長・発達を促すとともに、乳幼児期からの正し
い食習慣の確立を図る。

６～７ヵ月児健診において、離乳食の初期・中期の見本の展示と試食を行い、離乳食の進め方を学習するとともに、個
別の状況に応じた栄養相談も実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

６～７ヵ月児健診受診者
離乳食の展示や試食を通して、味付けや硬さ量など離乳食の進め方が具体的に理解できる。また、子どもにも試食させ
ることで食べ方や食べさせ方の進み具合が把握でき、個別の状況に合わせた指導が実施できる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費 計　画　額

実　績　額

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 26,289

事業費予算の
内容

消耗品費

予算計上額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

前年同額

計　画　額 30,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

ほぼ同額

事 業 費 合 計

30,000

実　績　額 26,289

30,000

予算計上額 30,000

同額 試食用食材費の
値上がりにより
増額

ほぼ同額 ほぼ同額

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額前年同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額

ほぼ同額 新型コロナウイルス
感染拡大防止による
事業縮小のため食材
費及び指導用資料の
減

ほぼ同額 ほぼ同額 離乳食食材費の
増税、指導用資
料の増額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 98.3 97.1 97.1 112.9 107.7 106.8 109.9 106.4 102.9

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 上がっている 上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 良好である

自己分析：
6～7か月児健診
と同時実施して
いるため、健診
受診者全員が受
講できている。
試食や展示を通
して子供の成長
過程に応じた離
乳食を進めてい
けるよう指導す
る機会となって
いる。近年は食
に問題を抱えた
ケースが増加し
ており講習会後
の継続支援も必
要になってい
る。

自己分析：
昨年同様6～7か
月児健診受診者
は全員が受講で
きている。
1歳6ヵ月や3歳
児健診では、
ジュースの量が
増えたり、野菜
が少ない等食の
課題も見られる
ことから、離乳
食の時期から親
が子供の成長発
達に見通しを
もって離乳食を
進めていけるよ
う指導内容につ
いても見直しが
必要である。

自己分析：
昨年同様6～7か
月児健診受診者
は全員が受講で
きている。
離乳食の進め方
に支援が必要と
思われる人が多
くみられ、栄養
士により面接や
電話などで継続
支援している。
離乳食の形態や
種類のみなら
ず、食習慣や生
活リズムを整え
ていくことも児
の発育に欠かせ
ないことを丁寧
に伝えていくこ
とが必要であ
る。

判断理由：
子どもにとって
離乳食は、その
後の生活習慣確
立のための大切
な過程であり、
乳児健診に併せ
て実施すること
で多くの親子が
受講できてい
る。しかし、1
回の講習会では
指導内容が浸透
しないという課
題もあり、指導
方法の見直しも
考えていく必要
があることか
ら、普通である
と判断した。

自己分析：
6～7か月児健診
受診者は全員が
受講できてい
る。
調理の段階から
実習で参加する
人、離乳食の進
め方に不安があ
り継続参加する
人など対象者を
上回る参加率と
なっている。
子どもの食は親
の食生活が影響
していくことを
考えると、若い
親世代への食育
が重要と考え
る。

自己分析：
昨年同様、健診
受診者は全員受
講し、調理や子
どもの食べ方も
含め離乳食の進
め方に不安があ
る人などは、継
続して参加して
いる。
食事・栄養は、
子どもの成長発
達に欠かせない
ものであり、今
後も相談や訪問
などの支援と併
せて継続してい
く。

判断理由：
子どもにとって
離乳食は、その
後の生活習慣確
立のための大切
な過程であり、
乳児健診に併せ
て実施すること
で多くの親子が
受講できてい
る。しかし、1
回の講習会では
指導内容が浸透
しないという課
題もあり、指導
方法の見直しも
考えていく必要
があることか
ら、普通である
と判断した。

自己分析：
昨年同様、健診
受診者は全員受
講し、調理や子
どもの食べ方、
離乳食の進め方
など、子ども
ノートを使いな
がら、試食・展
示物を通して学
習することがで
きている。
離乳食の調理や
子どもの食べ方
に不安がある母
は、調理実習を
行い、体験を通
して学習できて
いる。
食事・栄養は、
子どもの成長発
達に欠かせない
ものであり、継
続支援が必要な
場合は、相談や
訪問などの支援
と併せて継続し
ていく。

自己分析：
昨年同様、健診
受診者は全員受
講し、離乳食の
進め方や食べ方
など、子ども
ノートを活用し
ながら、試食・
展示を通して学
習することがで
きている。
発育状況や子ど
もの食べ方、離
乳食の調理など
に不安のある母
には、調理実習
や試食を通し
て、必要な方に
は継続して学習
できる機会と
なっている。
今後も、相談や
訪問なども併せ
ながら支援を
行っていく。

自己分析：
昨年同様、健診
受診者は全員受
講し、離乳食の
進め方や食べ方
など、子ども
ノートを活用し
た学習を行って
いる。
発育状況や子ど
もの食べ方、離
乳食の調理など
に不安のある母
や支援が必要と
思われる母子に
は、継続して学
習できる機会を
もっているた
め、実績も
106.4％となっ
ている。調理実
習や試食などを
通しての学習
は、理解を深め
られているた
め、今後も継続
していく。

自己分析：
健診受診者は全員
受講し、離乳食の
進め方や食べ方な
ど、子どもノート
を活用した学習を
行っている。
新型コロナウイル
ス感染拡大によ
る、緊急事態中は
試食を中止した。
保護者は、実物を
目視できることは
よいが、味・硬さ
を児と保護者が体
験できないことは
残念な声もある。
実際、感染対策を
講じ、試食が再開
すると児の食べ方
や硬さなどが分
かったと好評であ
る。今後も、発達
を促す食支援・学
習の場として事業
を継続していく必
要があると実感す
る。

判断理由：
離乳食講習会
は、全員が健診
時に参加できて
おり、支援の必
要な人には随
時、個々の状況
に応じた対応も
できており、良
好であると判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

12

12

成果指標１
（単位/％　）

100.0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施回数 指標の求め方：離乳食講習を実施した回数

99.0

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：講習会参加率 指標の求め方：離乳食講習会参加者数/6カ月児健診対象者数×100

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
6～7か月児健診
受診者は全員が
受講できてい
る。
参加者の4人に1
人は離乳食の進
め方に支援が必
要で、栄養士に
より面接や電話
などで継続支援
している。ま
た、試食のみな
らず調理の段階
から支援する人
も増えており今
年度は6人が実
習に参加してい
る。
子どもの食は親
の食生活が影響
していくことを
考えると、若い
親世代への食育
も重要と考え
る。

H30：
受診率100％を維持している6～7ヵ月児健診と同時実施することで多くの対象者が参加でき、展示・試
食を通して離乳食の進め方を学ぶ機会となっていることから、現状のまま継続する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
多くの対象者が参加できる現在の実施体制を継続していくことがよ
いと考える。ただ、指導内容としては、単に離乳食の進め方のみな
らず、なぜ必要なのか体のメカニズムに合わせた食べ方を学習して
いけるような指導方法を検討していくことが必要である。

H28：
多くの対象者が参加できる現在の実施体制を継続していくことがよ
いと考える。ただ、指導内容としては、単に離乳食の進め方のみな
らず、なぜ必要なのか体のメカニズムに合わせた食べ方を学習して
いけるような指導方法を検討していくことが必要である。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 80,000

0 0 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 80,000

0 0 11,664 8,424 2,622 0 22,710 22,710

0 0 0 0 0 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 80,000

0 0 0 0 0 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 80,000

0 0 0 0 0 0 0 11,664 8,424 2,622 0 22,710 22,710

消耗品

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 マザークラス参加費助成事業 平成　28  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係

目的
(何のために実施する
のか）

妊娠・出産に関する正しい知識の普及と家族そろって妊娠・出産・育児の心身の準備ができる。妊婦同士の交流を通じて、妊娠・
出産・育児についての相談相手、仲間づくりができる。

市立病院で開催されている「マザークラス」前中期・後期（各期毎月1回）への参加費を助成する。（クーポンの発行。）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市在住の妊婦とその家族
情報が氾濫している今日、知識の整理と心の準備を促すことで、夫婦ともに安心して出産に臨むことができる。また、
妊婦同士の交流を通して、その後に続く育児においても良い仲間関係が継続していく。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成28年度は、妊婦すこやかセミナーの講師が確保できなかったため、代替措置として市立病院の「マザークラス」への参加費の助成を行いながら受講を促すこととした。
平成29年度より、マザークラスへの参加クーポンを発行し助成する、マザークラス参加費助成事業として実施することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

消耗品 消耗品

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

参加者が少な
かった

妊娠届出数が少
なく、参加者が
少なかった。

妊娠届出数の減
少と、新型コロ
ナウイルス感染
症拡大防止のた
めの事業中止に
より減

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため事業
中止より減



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 30 30 30 30

実績値 36 26 8 0

計画値 30.0 30.0 30.0 30.0

実績値 31.2 31.0 9.3 0

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
マザークラスへ
の参加は、実29
人、延36人で参
加率は31.2％と
計画値を上回っ
ており、初妊婦
での参加率は
37.3％であっ
た。
就労者が多く、
なかなか参加に
つながらない現
状ではあるが、
妊娠中の母体や
子どもについて
の学習の機会と
して参加しやす
いよう、助成を
継続するととも
に、妊婦訪問な
ど個別支援の充
実も図ってい
く。

自己分析：
今年度の参加人
数は26人で参加
率は31.0％で
あった。就労妊
婦は76.2％と例
年の60％よりも
さらに増えてい
ることから、参
加しにくさはあ
るが、初妊婦の
参加率について
は47.2％と前年
度より増加して
いた。今後も助
成を継続し、妊
娠中の母体や子
どもについての
学習する機会と
して積極的に勧
奨を行ってい
く。

自己分析：
人数や参加率の減
少は、妊娠届出数
の減少（H30年度
84人より1割減、
H29年度93人より2
割減）と、就業妊
婦が7割と高率で
あること、新型コ
ロナウイルス感染
症拡大防止のため
の事業中止が影響
していると思われ
る。初妊婦の参加
率については
20.6％であった。
今後も希望する妊
婦が参加しやすい
状況を確保し、妊
娠中の母体や子ど
もについての学習
をする機会として
積極的に勧奨を
行っていく。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため事業
が中止となって
いる。集団での
実施ができない
分、個別の面
接、訪問により
妊婦とその家族
の不安、希望に
応じて支援をし
ている。今後、
事業再開時に参
加しやすい状況
を確保するため
にも、周知を続
け、妊娠中の母
体や子どもにつ
いての学習をす
る機会として継
続していく。

判断理由：
妊娠届出数の増
減はあるもの
の、参加率は
30％以上を維持
し、成果指標は
達成できてい
る。また、初妊
婦については、
参加率は47％と
増加傾向にある
ことから、良好
であると判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：マザークラス参加人数 指標の求め方：市立病院主催のマザークラス参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：妊婦参加率 指標の求め方：妊婦参加実人数／妊娠届出数×１００

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

成果指標１
（単位/％）

H30：
就労妊婦が多くなっており、参加率は30％程度と伸び悩んでいるが、妊婦健診とは別に、妊娠中の母体
や胎児について学習する機会として、また、妊婦同士の交流を通じて仲間づくりができる機会として、
参加しやすいよう本事業を継続していく必要がある。特に、初妊婦については、すべてのことが初めて
の体験であり、参加率を高めていけるよう勧奨方法にも工夫が必要である。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

助成を行うことで、夫婦の経済的負担の軽減につながり、妊娠・出産の一助となる。

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 1,960,000 1,960,000 1,960,000 1,960,000 7,840,000 7,840,000

0 0 1,960,000 1,887,000 1,800,000 1,800,000 7,447,000 7,447,000

0 0 1,323,280 1,850,755 816,975 87,285 4,078,295 4,078,295

0 0 0 0 0 0 0 1,960,000 1,960,000 1,960,000 1,960,000 7,840,000 7,840,000

0 0 0 0 0 0 0 1,960,000 1,887,000 1,800,000 1,800,000 7,447,000 7,447,000

0 0 0 0 0 0 0 1,323,280 1,850,755 816,975 87,285 4,078,295 4,078,295

特定不妊治療を受けた法律上の婚姻をしている者で、治療期間の初日における妻の年齢が43歳未満である夫婦のうち、次の要件をすべて満
たすもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①北海
道が実施する特定不妊治療費助成事業の決定を受けている方　②夫婦のいずれかが砂川市に住民登録がある方　③市税の滞納がない方
④助成を受けようとする治療について、他の市町村から同様の助成を受けておらず、今後も受ける見込みがない方

申請者が少な
かったため

ほぼ同額 申請者が少な
かったため

申請者が少な
かったため実績との比較

（増減理由）

ほぼ同額 ほぼ同額 同額

特定不妊治療費
補助金

前年度予算と
の比較

（増減理由）

特定不妊治療費
補助金

特定不妊治療費
補助金

特定不妊治療費
補助金

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

道 費 計　画　額

予算計上額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

目的
(何のために実施する
のか）

近年、結婚年齢、妊娠・出産年齢の上昇により、不妊治療を受けるものが増加している。とくに特定不妊治療の費用については、保険適用外で
あり、多額の費用を要するため、高額な治療の受診を躊躇したり延期する者もいることから、経済的負担を軽減するための措置を講ずることに
より、少子化対策の充実を図る。

特定不妊治療に要した費用から、「北海道特定不妊治療費助成事業」による助成金を控除した額を助成する。1回の治療につき15万円（初回治
療に限り30万円）を上限とし、採卵を伴わない場合や治療を中止した場合は1回につき7万5千円とする。初めて助成を受ける際の治療開始時の
妻の年齢が40歳未満の場合は通算6回まで、40歳以上の場合は通算3回まで助成する。また、特定不妊治療費助成事業による助成を受けて子
どもをもうけた夫婦が、第2子以降の特定不妊治療を行う場合についても、第2子以降の対象となる子ども毎に、初めて特定不妊治療の助成を
受ける際の治療期間の初日における妻の年齢が40歳未満の場合は通算6回まで、40歳以上の場合は通算3回まで助成する。また、特定不妊
治療に至る過程の一環として、精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（男性不妊治療）を行った場合は、15万円を上限として助成
する。令和２年度は新型コロナウイルスの感染拡大に伴う対応として、治療期間の初日における妻の年齢が43歳未満である夫婦の対象を44歳
へ、治療開始期間の初日における妻の年齢が41歳未満であるときは通算助成回数を６回とする取り扱いをする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成26（27）年度より特定不妊治療に要した費用から、「北海道特定不妊治療費助成事業」による助成金を控除した額を助成する。1回の治療につき15万円を上限とし、初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が40歳未満の場合は通算6
回まで、40歳以上の場合は通算3回まで助成する。また、特定不妊治療に至る過程の一環として、精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（男性不妊治療）を行った場合は、15万円を上限として助成する。
平成28年度より、1回の治療の初回治療に限り30万円を上限とし、第2子以降の特定不妊治療を行う場合についても、第2子以降の対象となる子ども毎に、初めて特定不妊治療の助成を受ける際の治療期間の初日における妻の年齢が40歳未満の
場合は通算6回まで、40歳以上の場合は通算3回まで助成する。令和２年度は新型コロナウイルスの感染拡大に伴う対応として、治療期間の初日における妻の年齢が43歳未満である夫婦の対象を44歳へ、治療開始期間の初日における妻の年齢が
41歳未満であるときは通算助成回数を６回とする取り扱いをする。

第１次実施３カ年計画

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特定不妊治療費助成事業 平成　28  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

指標の求め方：特定不妊治療費助成事業延利用者数

指標の求め方：特定不妊治療費助成事業利用者のアンケート回答者のうちの満足と答えた者の割合

計画値 20 20 20 20

実績値 7 16 7 5

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 25.0 87.5 100.0 100.0

ほぼ達成されている

上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
今年度申請者実
６名にアンケー
トを行い、４名
から回答を得
た。１名は大い
に満足と回答さ
れたが、３名は
不満と回答され
た。又、４名全
員がさらなる助
成拡大を望んで
いた。次年度以
降も継続しなが
ら、今後の検討
課題としてい
く。

自己分析：
今年度申請者実
8名にアンケー
トを行い、全員
から回答を得、
7名は大いに満
足・満足と回答
されていたが、
その方々の半数
がさらなる助成
拡大を望む声が
あった。次年度
も継続しながら
今後の検討課題
としていく。

自己分析：
今年度申請者実
3名に行ったア
ンケートより、
全員満足と回答
があった。一方
で、より助成額
を増額するなど
助成内容の拡大
を希望する意見
もあるが、子育
て支援対策全体
の支援バランス
を考え、検討し
ていく。

自己分析：
今年度申請者実
3名中2名の回収
によるアンケ―
トより、満足と
回答があった。
申請数が少ない
要因として、新
型コロナウイル
ス感染症の影響
で、希望する時
期に治療ができ
ない可能性もあ
る。今後も妊娠
を希望する夫婦
の経済的負担の
軽減により、治
療を行うことが
できるよう事業
を継続していく
必要がある。

判断理由：
利用者の満足度
は100％ではな
いが、特定不妊
治療を必要とし
ている人の経済
的負担の軽減が
図られ、少子化
対策にもつな
がっていること
から、良好であ
ると判断した。

今後の方向性 　 現状のまま継続

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
活動指標である利用者数は計画値を下まわっているが、必要としている人が利用できるよう周知に努め
ていく必要はある。満足度については、対象者の背景によって増減はあるが、平成30年度87.5％は満足
との回答を得ている。一般不妊治療への助成や対象年齢の拡大を望む声もあるが費用対効果も考え、現
状のまま継続することとする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

成果指標１
（単位/％）

成果指標１（「成果」をもとに設定）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：特定不妊治療費助成事業利用者

指標名：特定不妊治療費助成事業利用者のアンケート回答者の満足度



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 60,000 26,000 26,000 112,000 112,000

0 0 13,346 17,334 11,760 42,440 42,440

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 60,000 26,000 26,000 112,000 112,000

0 0 0 0 0 0 0 0 13,346 17,334 11,760 42,440 42,440

利用者が少な
かったため

見込より利用者
が少なかった

見込みより利用
者が少なかった
ための減

実績との比較
（増減理由）

利用補助金の減
額

前年度同額

陣痛タクシー利
用料補助金
需用費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

陣痛タクシー利
用料補助金
需用費

陣痛タクシー利
用料補助金
需用費

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成27年度より市内タクシー会社の協力を得て、陣痛タクシー事業を整備してきたが、登録は年30件程度はあるものの、実際の利用は平成27年度は1件、平成28年度は0件、平成29年度は4件であった。安心して出産できる環境整備に向け陣痛
タクシーの利用を促進するため、平成30年度より利用料を全額助成する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

安心して子どもを産み育てることができる環境づくりの一環として、事業に取り組むことにより、陣痛が起きた際の妊婦の不安を
解消し、安心、安全な出産に資することを目的とする。

市とタクシー事業所が協定を締結し、事業を実施する。妊婦は事前にタクシー会社に登録をしておき、陣痛が始まって病院から受
診の指示があった場合、登録先の事業所に電話をすると365日24時間優先して配車してもらえる。登録料は無料、利用料金は通常
料金とし、後払いも可能とする。事業実施にあたり市は、乗務員への研修を実施し、万が一に備えて、事業導入時のみバスタオル
や防水シートを市が購入し、各事業所へ配布する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市在住の妊婦 陣痛が起きた際の妊婦の不安を解消し、安心、安全な出産に資する。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 陣痛タクシー事業 平成　27  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 ふれあいセンター保健予防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3

計画値 30.0 30.0 30.0 30.0

実績値 35.0 61.4 44.7 64.5

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
実績値は計画値
を上回った。し
かし、事業の利
用状況は、平成
27年度1件、平
成28年度0件、
平成29年度4件
となっている。
さらに利用しや
すい環境を整え
るため、平成30
年度より利用料
を全額助成す
る。

自己分析：
今年度より、利
用料の全額助成
を行ったことに
より、利用数は
1件の増にとど
まったが、登録
率が大幅に増え
た。今後も、事
業の周知を積極
的に行い、安心
して出産できる
環境を整えてい
く。

自己分析：
陣痛が起きた際
の移送に不安が
ある方が登録さ
れ、利用されて
いる。陣痛時の
移送環境の不安
を解消し、安心
して出産を迎え
られるよう、事
業周知を継続し
ていく。

自己分析：
陣痛が起きた際
の移送に不安が
ある方が登録さ
れている。陣痛
時の移送環境の
不安を解消して
出産を迎えられ
るよう、引き続
き事業を周知
し、継続してい
く。令和2年11
月よりタクシー
登録事業所の合
併により、事業
数が2か所と
なった。

判断理由：
利用料の全額助
成を行うこと
で、登録率が大
幅に増加した。
安心して出産で
きる環境整備の
一助となってい
ると考えられ
る。活動指標、
成果指標ともに
達成しており、
良好であると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
平成30年度より、さらに利用しやすい制度とするため、利用料金の全額助成を開始。その結果、登録率
は平成29年度35.0％から平成30年度は61.4％まで増加し、利用数は平成29年度4人から平成30年度は5人
に増加した。利用数は伸び悩んでいるものの、登録率が増加しており、陣痛が起きた際の妊婦の不安解
消につながっていると考えられることから、現状のまま継続することとする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

成果指標１
（単位/％）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：陣痛タクシー利用登録率 指標の求め方：登録数／出生数×１００

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：陣痛タクシー登録事業所数 指標の求め方：陣痛タクシー登録事業所実施数


